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1	 前書き
2021年、AICPA®とCIMA®は、国際公認会計士協会 
として、持続可能な開発のための世界経済人会議
（WBCSD）とともに、「Reimagining Performance 
Management」を発表しました。これは、現代のビジ 
ネス課題に応えるためにパフォーマンス管理がどの 
ように進化すべきかを探求する旅の中での最初の重 
要な成果物でした。その調査報告書の中で、私たち 
は、世界中の企業がパフォーマンス管理に苦慮して 
いるのは、戦略、オペレーション、パフォーマン 
ス、インセンティブ、そして人材の間に断絶がある 
からだという事実を明らかにしました。また、リー 
ダーたちがチームや個人の目標を組織の戦略的な目標 
と結びつける複雑さに直面していることも特定しま 
した。私たちの分析によると、リーダーは、パフォ 
ーマンスと向上心の新しい文化の中で、戦略、パフ 
ォーマンス、インセンティブを積極的かつ意図的に 
融合させる必要があることがわかりました。

2023年の世界情勢を見ると、企業は従来の業績管理手 
法を超えて考える必要があるという私たちの見解 
が再確認されます。前例のないペースで進む規制の 
変更と、サステナビリティと環境・社会・ガバナン 
ス（ESG）に関するレポートの自主的なものから義 
務的なものへの移行は、持続可能な業績とともに財 
務的な利益も確保するよう企業に求めるステークホ 
ルダーの圧力の高まりと相まって、人材がシステム 
とビジネスの変革の中心にいることを裏付けるもの 
となっています。

この第2のレポートでは、企業や個人がパフォーマン 
ス管理をどのように理解し、実行していくべきか、 
その方法を進化させ続けるための過程です。私たち 
は、確立された成功事例を基盤とした統合パフォー 
マンス管理（IPM）のフレームワークを開発しました。 

このフレームワークが、戦略への従業員の関与を改 
善することを通じて、より包括的で全体的なパフォーマ 
ンス管理の方法へと企業を導くことを期待しています。こ 
の新しいフレームワークは、人材がビジネスモデルや長 
期的な価値創造に与えるプラスの影響を最大化すること
で、サステナビリティやESG目標を含む企業の戦略や目標
を達成するための指針となるよう設計されています。こ 
のフレームワークは、企業が関連するESG要素を組織の経
営情報、意思決定、リソース配分プロセスに統合するこ 
とを支援します。そして、おそらく最も重要なことは、 
このフレームワークは、戦略、パフォーマンス、パーパ 
スに関与する労働力を育成するという役割を果たすとい 
うことです。

本レポートは、IPMに向けた重要なマイルストーンとなり 
ます。この勢いをもって、私たちは、組織変革を大規模 
に推進するために、集団的かつ協働的に取り組んでいきま
す。私たちは、IPMへの道を歩む会員と専門職を次のよう
な形で支援していきます。実施ガイダンス、トレーニ 
ングリソース、継続的専門能力開発ツールを開発します。

変動が激しく、不確実で、複雑で、曖昧な世界における 
パフォーマンス管理を成功させるために、IPMへの道を歩 
み始めるよう、私たちは企業に呼びかけます。

Dr. Ian Selby 
Vice President — Global Management Accounting 
Research and Development 
AICPA & CIMA

Pepijn Rijvers 
Executive Vice President, Redefining Value 
持続可能な開発のための世界経済人会議（WBCSD）

http://Reimagining Performance Management
http://Reimagining Performance Management


5  | 統合パフォーマンス管理

2	 目次
AICPA & CIMAとWBCSDが開発したIPMプロジェク 
トの フェーズ 1 では、企業が意思決定と経営戦略の 
実行に苦慮し続けていることが確認されました。こ 
れまでの調査では、70％～80％の企業が戦略の潜在 
能力を十分に発揮できておらず、戦略に対する理解 
や関連性が一般的に不足していることが指摘されて 
いました。1  フェーズ1に当たり私たちは、企業が 
主に金融資本に焦点を当てていると仮定した。  
従って、私たちの仮説は、（1）どのように価値が創造さ
れ、あるいは破壊されるかを理解するために（そして意思
決定に影響を与えるために）、関連する資本を徹底的に
統合している企業はほとんどないということ、そして（2）
人的資本は、他のすべての資本の価値を（プラスにもマイ
ナスにも）動かす資本であるということでありました。 

前述の通り、私たちのフェーズ1調査では、従業員 
エンゲージメントとマルチキャピタル戦略の実行が 
引き続き問題であることが浮き彫りになりました。 
調査で明らかになった成功への継続的な障壁には、 
次のようなものがあります。

  企業は従業員のエンゲージメントとエンパワーメン 
トに引き続き苦戦している。

  チームと従業員の活動と戦略の間に明確な見通し 
を持たせ、権限委譲された意思決定と結果に対す 
る説明責任に対する信頼を醸成することは、依然 
として困難である。

  戦略目標を毎年チームや個人に下ろしていくプロ 
セスは、官僚的であり、協力や協調の欠如によっ 
て制限されることが多い。

  このようなタテ割り意識は、革新的イニシアティ 
ブの資金調達など、リソース配分の決定にも支障 
をきたす。

  組織の上層部におけるインセンティブは、事業全 
体の成功とうまく連動しているが、この連動は組織の権
力階層の下層部では弱まっている。 

  従業員のパフォーマンスを企業のパフォーマンスと結び
つけ、協力・協調することが重視されてい 
るにもかかわらず、ほとんどの企業では、財務と人事 
（HR）が別々のタテ割り組織で動いている。

  経営陣の意思決定に使用される情報は、ガバナンスに 
提供される情報と整合性が取れているが、非財務デー 
タ、特に環境問題や社会問題に関連する課題が残って 
いる。

加えて、新たな圧力により、ビジネスリーダーが組織の 
パフォーマンスを管理するために必要な考え方が変化し 
ています。

  財務資本と非財務資本の両方を戦略に統合することへ 
の期待が高まっている。これには、ネットゼロへのイ 
ニシアティブやネイチャーポジティブに向けた進捗の 
実証、その他のESG目標が含まれる。

  消費者は、持続可能性とESGの問題をますます意識する
ようになり、その価値観と懸念を共有する企業との 
交流を望むようになっている。企業は、変化する期待
に応えるために事業モデルを見直す必要がある。

  企業は、マルチキャピタル にまたがる重要課題への影 
響と依存について報告するよう、ますます圧力を受け 
ている。この圧力の多くは、投資家やその他のステー 
クホルダーグループから来るものであり、会計基準や 
規制要件に反映されつつある。

  株主がこうしたファクターに敏感になってきているため、
取締役会は株主の期待に応えるべく事業を位置づけて
いる。同時に株主は、事業が利益を上げ、フリー 
キャッシュフローを生み出し、長期的に存続し繁栄す 
ることを望んでいる。利益とフリーキャッシュフロー 
が、非財務資本の効果的、経済的、持続可能な利用と 
生産の成果であることを、株主は次第に知るようにな 
っている

  世界的な規制や基準設定の状況は急速に進化してお 
り、ESG要因の管理・開示に関する追加的な要求事項が 
企業に課せられつつある。

https://www.aicpa-cima.com/resources/download/reimagining-performance-management
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—	2023年6月、IFRS®財団に新設された国際サス 
テナビリティ基準委員会は、最初の2つの基 
準、IFRS S1「サステナビリティ関連財務情報の 
開示に関する一般要求事項」とIFRS S2「気 
候関連の開示」を公表した。²

—	世界中の規制機関が、積極的に情報開示要件 
を策定し、義務付けている。英国では、金融 
行動監視機構（FCA）が上場大企業の気候変 
動開示に関する規則を定めるなど、多くの報 
告要件が定められている。米国では、証券取 
引委員会（SEC）が「The Enhancement and 
Standardization of Climate-Related Disclosures  
for Investors」と題する広範な計画を策定して 
いる。3世界の他の主要な資本市場でも、同様 
の開示要件が既に課せられたか、課せられつ 
つある状況である。

—	おそらく最も注目すべきは、欧州連合（EU） 
において、企業サステナビリティ報告指令 
（CSRD）が、欧州市場に参入しているすべ 
ての企業に対し、ダブルマテリアリティの観 
点から、欧州サステナビリティ報告基準 
（ESRS）に従って報告することを求めている 
ことである。これは、持続可能性の問題が企 
業に及ぼす影響を考慮することを要求するも 
ので、しばしば「アウトサイドイン」の視点 
と呼ばれるが、企業が「インサイドアウト」 
の視点を取り、組織が環境、社会、経済に与 
える影響を評価することも求めている。4さら 
に、EUの企業持続可能性デューデリジェンス 
指令（CSDDD）は、従業員250人以上の企業 
に対し、長期的な企業戦略の中で気候中立移 
行計画を実施し、開示することを義務付ける 
可能性がある。5

これらの要素は、IPMプロジェクトの第2フェーズの 
根拠を補完するものです。今時、企業は、成功を財 
務的なものだけで測ることができなくなった世界に
適応する必要があります。また企業は、株主に利益
をもたらし、顧客、従業員、サプライヤー、地域社会
を含むステークホルダーに長期的な価値を創造する
ことへの期待の高まりに応える必要があります。

企業は、長期的なレジリエンスを高め、新たなリスクを評 
価し、適応し、軽減することで、この変化する状況の中で 
繁栄することができます。関連する非財務的資本を意思決
定に統合することや、戦略の背後にある従業員の潜在能力
を十分に発揮させることに苦慮しているというフェーズ1の
知見を踏まえると、このような複雑性の増大が、 
本調査のフェーズ2での焦点となっています。



7  | 統合パフォーマンス管理

3 IPMフェーズ2 — 
パフォーマンス管理再考
フェーズ1で得られた知見に基づき、IPMプロジェク 
トのフェーズ2の目的は、パフォーマンス管理を 
再考し、従業員を戦略に関与させ、パフォーマン 
ス指向の文化を創造するためのIPMフレームワーク 
を開発し、強靱で、持続可能で、革新的なビジネ 
スにつなげることです。

上述の通り、企業には多くの新たな圧力がかかっ 
ており、AICPA & CIMAとWBCSDが2021年にIPMフ 
ェーズ1の調査結果を発表して以来、世界は大きく 
変化しています。現在、企業価値の90%は 無形資 
産, 6で表されると推定されています。つまり、価 
値はもはや物的資産で測られるのではなく、人々 
の思考、経験、専門知識によって測られるので 
す。成功は、有能で、パーパスへの意識を持って 
仕事にイニシアティブ、事業の目的と目標に沿っ 
た人材によってもたらされます。IPMフレームワー 
クが活用し、保全し、最適化しようとするのは、 
この無形の価値です。

進化する状況をフェーズ1の知見とフェーズ2の方向性と 
照合するため、追加調査を実施し、企業がこの進化する 
状況にどのように対応しているかを探り、IPMフレームワ 
ークの開発への影響を調査しました。主要企業のエグゼ 
クティブ25名とのインタビュー、50名以上の参加者との7 
回の会議、WBCSDメンバー企業によるステアリンググル 
ープの設立が行われました。

インタビューと会議では、参加企業におけるESGの認識、
戦略、リスク、ガバナンスの検討、ESGの組織への組み入れ
方、企業文化、目標の整合性、インセンティブの取り 
決めといった経営上の要素など、様々な質問やトピック 
が取り上げられました。インタビューとステアリンググ 
ループから得られた知見は、フレームワークの策定に役 
立ち、これらの議論の要約は本書全体を通してご覧いた 
だけます。
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4 IPMフレームワークの概要 
IPMフレームワークは、上級経営幹部、特に戦略実 
行、財務、サステナビリティに積極的に関与するエ 
グゼクティブ向けに設計されており、戦略実行に焦 
点を当てた組織への転換を促し、パフォーマンスの 
評価と管理方法に関する既存の考え方に挑戦するこ 
とを目的としています。このフレームワークは、あ 
らゆる規模、あらゆる業種、あらゆる地域の組織に 
適用可能です。しかし、IPMフレームワークを実施 
するための期間と難易度は、個々の組織の状況と熱 
意によって異なります。

IPMフレームワークは、組織のパーパスと価値観に 
沿ったパフォーマンス管理システムを導入するため 
のロードマップを提供します。このフレームワーク 
は、マルチキャピタル、マルチステークホルダー、 
長期的価値創造の原則を包含し、従業員をその中心 
に据えています。

このフレームワークの目的は以下の通りです。

  ビジネスモデルの機能と長期的な価値創造に人的 
資本がもたらすプラスの影響を最大化すること 
で、企業を戦略達成に導く。

  企業が戦略目標を実行するためにマルチキャピタ 
ルアプローチを採用することを支援し、組織の各 
レベルにおいて誰がその目標達成に責任を持つか 
をより明確にする。

  企業が戦略から関連するESG要素を組織の経営情 
報、意思決定、リソース配分、業績管理プロセス 
に組み込むことを支援する。

  組織のパーパス、価値観、戦略目標に沿った企業 
文化を醸成し、戦略に関与する人材を育成する。 
 
 
 

  個人とチームの業績を、企業の業績、戦略、パーパス 
とより密接に結びつけることによって、あらゆるレベ 
ルの個人にとってインセンティブを有意義なものに 
し、モチベーションを高める。

IPMフレームワーク（図1）には以下のものが含まれま 
す。

  包括的な概念 — IPMフレームワークは、明確で定義さ 
れた組織のパーパス、強固な戦略、効果的なコーポレ 
ート・ガバナンスに基づく戦略の実行と精緻化に重点 
を置く。

•	 原則 — IPMフレームワークは、マルチキャピタル、マ 
ルチステークホルダー、長期的価値創造の原則を包含 
する。IPMフレームワークは、戦略のパフォーマンスに 
関する継続的なフィードバックのメカニズムを提供 
し、幅広いステークホルダーに価値を提供するための 
戦略の改良をサポートする。

•	 構成要素 — IPMフレームワークには、リーダーシッ 
プ、文化、リソース管理、プロセスに関連する構成要 
素が含まれる。フレームワークは、各構成要素が戦略 
の実行に関するフィードバックループを提供すること 
で、継続的かつ循環的な適用を必要とする。

•	 経営情報とパフォーマンス  
— IPMフレームワークの構成要素は、効果的な戦略実行 
への洞察を促す経営情報の提供を促進する。また、従 
業員を引き込み、力を与え、信頼を構築することで、 
パフォーマンスの発揮を促進する。

IPMフレームワークは、IPM成熟度モデル(第8章）によっ 
てもサポートされており、従来のパフォーマンス管理か 
らIPMアプローチへの移行に関するガイダンスを提供して 
います。 
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                     データに基づ 
                           く意思決定

リソース管理

経営予算と資本予算

報酬制度とインセンテ
ィブの設計

パフォーマンス
文化
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4.1 包括的な概念：
	 パーパス、戦略とガバナンス
 
フレームワークの包括的な概念は、パーパス、戦 
略、ガバナンスです。これらの要素は、IPMアプロー 
チへの移行を成功させたいと考える企業にとって必 
須条件であると考えられています。パーパスのステ 
ートメント、戦略、効果的な企業ガバナンスの開発 
を支援する既存のリソースが多数ありますが、これ 
らの概念に関するガイダンスは、このフレームワー 
クの範囲を超えています。

しかし、これらの包括的な概念は、以下に示す理由 
から不可欠といえます。

  パーパス — パーパスのステートメントは、組織と 
その従業員が他のステークホルダー（顧客、サプ 
ライヤー、株主、地域社会、その他の関心グルー 
プ）のために何を提供するかを表現する。意義深 
く記憶に残る企業パーパスは、事業が存在する理 
由を定義し、意思決定を導き、パフォーマンス文 
化を創造する上で非常に貴重なツールとなる。IPM 
フレームワークは、企業パーパスを事業運営のあ 
らゆるレベルにとって意味のあるステートメント 
に変換するためのものである。

  戦略 — 戦略は、事業の優先順位と方向性を設定す 
る。マルチキャピタルアプローチを採用すること 
は、短期的な財務資本と業務または機能の卓越性 
を優先する結果を超えて、戦略的な目標の幅を広げ 
る戦略的な焦点を採用することを含む。組織戦略の 
つながりと理解の欠如は、成功への大きな障壁と 
なる。戦略を組織の全レベルで一貫して理解する 
ことが重要である。従業員が戦略を理解し、自分 
の役割との関連性を理解すればするほど、従業員 
はより積極的に取り組むようになる。IPMフレーム 
ワークの中心は、これらの概念を事業運営のあら 
ゆるレベルに統合し、事業のあらゆる場所で従業 
員に浸透させることである。

 ガバナンス — ガバナンスとは、パーパスと戦略を 
どのように企業内に組み込み、所有し、管理する 
かということである。マルチキャピタルの視点を 
取り入れた戦略的な焦点は、組織の統治方法を 
再考することを必要とする。ガバナンスはまた、 
組織の業績がどのように評価され、投資され、 
戦略的な課題・機会の検討の方法も包含する。7

IPMフレームワークは、監査委員会の重要な責務である 
パフォーマンス管理プロセスの可視化に焦点を当てて 
います。ガバナンスの重要な構成要素であることに加 
え、リスクと機会に対する認識の向上は、戦略への関 
与を高める副産物となります。リスクを認識した環境 
での継続的なパフォーマンスに関する会話は、リスク 
を軽減し、新たな機会を創出し、戦略的なイノベーショ 
ンを特定し、パフォーマンスを促進することができる 
フィードバック・ループを創出します。IPMフレームワ 
ークは、業務運営リスク管理と企業のあらゆるレベル 
でのイニシアティブを統合するものと言えます。
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•	 マテリアリティ分析を活用して新たに浮上す 
るESG課題についての広範な理解を深め、こ 
のプロセスを用いて影響力の大きいトピック 
に対する行動の優先順位を決定する。

•	 すべてのプロジェクトが戦略に結びつけられ、 
ESG目標と整合することを保証するステージ 
ゲートとして機能する「サステナビリティボ 
ード」を設立する。

•	 内部監査部門を重要なビジネスパートナーと 
して活用し、ESG目標を含む戦略的な目標が、 
業務管理情報や意思決定プロセスとどのよう 
に整合しているかを評価する。

 

•	 特定のESGリスク（例えば気候変動や脱炭素化）に 
過度に重点を置き、他のESGリスク（従業員のエン 
ゲージメント、福祉、エンパワーメントなど）を
損なわないようにすることで、全体的に考えるこ 
との重要性を強調し、資本配分がコミットメント 
と潜在的な影響を反映するようにする。

•	 組織内の上下にわたる情報の流れを開発し、ESGの 
コミットメントが戦略的および運用的なレベルで 
達成されていることを確認する。これにより、リ 
ーダーは組織全体でコミットメントが理解され、 
ビジネスのあらゆるレベルの実践に反映されてい 
るかどうかを評価できる。

フェーズ2における優良事例の発見 —  
ESGを戦略とガバナンスに統合 
フェーズ2調査の参加者は、ESGや持続可能性の意欲を企業の戦略やガバナンス・プロセスに統合するために行った 
いくつかの実践を強調しました。これらには以下のようなものがあります。
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4.2 原則：マルチキャピタル、 
マルチステークホルダー、 
長期的価値の追求

IPM フレームワークは、組織が統合パフォーマンス
管理アプローチに移行する際に採用すべき3つの原
則を包含しています。これらは以下の通りです。 

  マルチキャピタル — マルチキャピタルアプロー 
チは、企業がそのパーパスを達成し、ビジネスモ 
デルを支え、戦略を実行するために依存するすべ 
ての主要な資本（キャピタル）を特定することを 
目指す。考慮事項には、環境的・社会的影響の会 
計処理、意思決定における許容範囲やプラネタリ 
ーバウンダリーの考慮、代替不可能な影響（例え 
ば環境に対する負の影響が正の影響により相殺さ 
れない場合）の特定などが含まれる。 

  マルチステークホルダー —  マルチステークホル 
ダーアプローチは、組織が株主、従業員、顧客、 
サプライヤー、地域社会、政府など、幅広いステ 
ークホルダーに対して価値を創造することを認識 
する。考慮事項には、異なるステークホルダーグ 
ループの利益のバランスを取り、さまざまなステ 
ークホルダーへの影響を検討することが含まれ 
る。例えば、株主は予測可能で安定した競争力の 
あるリターンを好むが、短期的な利益のために行 
われた決定は、長期的な事業見通しや他のステー 
クホルダーに結果的に悪影響を及ぼす可能性があ 
る。

  長期的価値 —  最終的に、あらゆるビジネスの長期的な 
成功は、繁栄する社会に依存する。ESGやサステナビリ 
ティの要素は、既に企業にその影響を検討させてお 
り、そのような重要な外部性を長期的な事業の成功に 
関する思考に統合することによって、株主やその他の 
ステークホルダーの価値を継続的に高める戦略を策定 
することを促している。

このIPMアプローチは、国際統合報告評議会（IIRC）が定 
義する統合思考 の概念と一致しています。これは、組織 
がそのさまざまな事業単位や機能単位と、組織が使用する 
または影響を及ぼす資本との関係を積極的に考慮するこ 
とを意味します。統合思考は、短期、中期、長期にわ 
たる価値の創造、維持、または喪失を考慮した統合的な 
意思決定と行動につながります。8
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5 IPM フレーム 
ワーク構成要素
企業がパーパス主導型であり、マルチキャピタル、マルチ 
ステークホルダーの要素を戦略に組み込んでいる限りにお 
いて、フレームワークの構成要素は、企業が従業員をより 
よく関与させ、生産的で戦略的に焦点を絞った業務を通じ 
て戦略を実行することを可能にします。フレームワークで 
は、次の項目を取り上げています。

  戦略への集中を高めるためのリーダーシップの構 
成、オーナーシップ、権限のオプション

  戦略とビジネス活動、プロセス、プロジェクトとの
関連性をマッピングし、特定するためのプロセス

  組織における戦略への継続的な関与とIPMコンポー
ネントの適用を促進するためのパフォーマンス文化

  戦略と事業活動の結びつきを明確にすることによ
る、経営予算と資本予算の配分プロセス、報酬制度
やインセンティブの有効性を改善するリソース管理

各構成要素については、以降のセクションでさらに詳しく 
説明します。
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5.1 リーダーシップ： 
構成、所有権、権限

IPMアプローチにとって最も重要なことは、組織の 
「権力構造」の転換です。これは、機能的な卓越性と 
戦略的な実行の間の組織の焦点のバランスに影響を与 
えるために、戦略的イニシアティブに関する責任、 
権限、所有権の移行を含みます。しかし、IPM フレ 
ームワークは、戦略的責任、所有権、権限に対する 
様々なアプローチに適用できるように設計されてい 
ます。文献によると、主要な大手ハイテク企業は、 
権力構造の大幅な変更を検討し始め、統合モデルの 
ようなプロジェクト志向の組織へと移行しつつある 
ことがわかっています。9

以下は、リーダーシップの権限と戦略目標の所有権 
の特性の違いをまとめたものです。

  「伝統的な」組織では、リーダーシップの主眼は 
機能的な卓越性に置かれている。エグゼクティブリ 
ーダーシップチームが戦略的目標を持ち、戦略的 
専門知識よりも機能的専門知識が重視され、権限 
は機能的エグゼクティブにある。

  「進化型」の組織では、戦略目標は、機能的責任と 
特定の戦略的責任の両方を担う機能的エグゼク 
ティブが所有する（二重国籍）。私たちはこれ 
を、機能的責任と戦略的責任の「ウィーク型マト
リックス」（付録B）の一形態とみなし、戦略的イ
ニシアティブの責任とその成功に対する説明責任
が、機能的責任と釣り合っているとしている。

  「先進的な」組織では、戦略目標を所有し、戦略 
的プログラム所有者が存在する場合は、その所有 
者から助言を受ける機能別エグゼクティブが引き 
続き存在する。全体的な権限は引き続き機能的リ 
ーダーシップにある。私たちはこれを、機能的責 
任と戦略的責任を共有するウィーク型マトリック 
スをより強化した形とみなすが、そこでは、戦略 
的なイニシアティブ専任の所有者からの情報によ 
り、権限のバランスが保持される。

  完全に「統合された」組織では、リーダーシップの権 
限と戦略目標の所有権の関係が逆転する。権限は戦略 
リーダーにあり、戦略目標は戦略執行役員（SEO）が 
所有し、戦略目標は「需要と供給」ベースで提供され 
る機能的専門知識によって構築される。私たちはこれ 
を、権限、責任、説明責任がSEOにあるストロング型 
マトリックスと呼んでいる。

エグゼクティブリーダーシップレベルで戦略目標の所有 
権を割り当てる「正しい」方法はありません。組織は、 
それぞれのニーズと目的に最も適したアプローチを見つ 
けなければなりません。しかし、IPM成熟度モデル（第8 
章）は、エグゼクティブが自分たちのビジネスにとって 
何が最も効果的かを考えるのに役立つ、選択肢の要約を 
提供しています。
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Givaudan —  
ガバナンスと報酬制度
私たちのパーパスである『Creating for happier,  
healthier lives with love for nature. Let’s imagine  
together』は、私たちのすべての活動の中心にあ 
ります。

このパーパスは、持続可能な成長を推進するた 
めの指針であり、当社の事業戦略の中に組み込 
まれています。この戦略は、意欲的な財務目標 
を達成するためのロードマップを設定する一方 
で、私たちのパーパスにリンクした長期的なESG 
の目標を達成するためのものです。私たちのガ 
バナンス体制は、持続可能なビジネスの成功を 
可能にする礎石であり続けています。

取締役会では厳選されたESGトピックについて討 
議しますESGの側面を含む戦略は取締役会が策 
定・監督します。

エグゼクティブ・コミッティ（EC）は、ESGに 
関する野心を含む戦略の実行に責任を持ちま 
す。ECのアジェンダには、戦略およびESGの側 
面に関連する進捗状況および決定事項の討議が 
含まれます。

サステナビリティリーダーシップチーム（SLT） 
は、サステナビリティ・グローバルヘッドが率い 
る主要なESGトピックの社内専門家チームであ 
り、ECをサポートしています。SLTは、事業およ 
び機能リーダーが関連するESGに関する野心を達 
成するための支援を行います。事業部門と機 

能部門のリーダーは、ESGに関する野心を戦略計画 
に統合し、事業とESGのアジェンダを実現するた 
めにリソースを配分します。 

私たちの報酬に関する方針は、この戦略に不 
可欠な要素であり、組織業績向上の重要な 
原動力です。私たちのパフォーマンスシェア 
プラン（PSP）は、パフォーマンスシェアの授 
与を通じて、事業の長期的な成果と私たちの 
パーパスに対する野心に大きく貢献するエグ 
ゼクティブおよび選ばれた上級管理職 
（上位500名の従業員）に報酬を提供します。

2021年1月1日以降、PSPアワードの計算
に使用されていた売上高とフリーキャッ
シュフローという財務指標は、私たちのパ
ーパスにリンクした非財務的ESG指標に
よって次のように補完されています。

•	 80%の財務目標（売上高とフリーキャッシュフ
ロー）

•	 10%の環境目標（温室効果ガスの純排出量削
減）

•	 10％の社会的目標（従業員の安全とシニア・ 
リーダーの多様性）

PSPで使用される財務および非財務指標はす
べて厳密に測定可能であり、監査を受けていま
す。

Givaudanによる事例提供



図2 -  3段階のマッピングプロセス

各イニシアティブが支援す
る戦略を特定する

関連性のあるイニシア 
ティブを特定する

支援するイニシアティ 
ブの戦略への相対的影
響を評価する

マッピング1 2 3コネクティビティ インパクト
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5.2 プロセス 
IPMフレームワークには、組織戦略の達成に対するさまざまな戦略イニシアティブの相対的な影響を特定し、明確にす 
るための3段階のプロセスが含まれています（図2参照）。このフレームワークの文脈では、イニシアティブには戦略的 
な成功に寄与するさまざまな活動、プロジェクト、プロセスが含まれます。

この3ステップのプロセスでは、以下のように、戦 
略内のすべてのイニシアティブ間のコネクティビテ 
ィと、各戦略内の接続されたイニシアティブに対す 
る各イニシアティブの相対的な影響力を確立するこ 
とを企業に提案します。

1.	 イニシアティブを戦略にマッピングする — マ 
ッピングとは、各イニシアティブが関連する、 
またはサポートする戦略を特定するプロセスで 
ある。

2.	 イニシアティブを他の支援するイニシアティブ 
に接続する — コネクティビティはイニシアテ 
ィブ間の関係を識別することを含む。例えば、 
事業戦略のひとつが「2035年までにネットゼ 
ロを達成する」である場合、支援するイニシアテ 
ィブには、「カーボンアカウンティング」、 
「オフセット」、「サプライヤーやその他のス 
テークホルダーの参画」などが考えられる。こ 
のコネクティビティは、1対1ベースまたは1対 
複数ベースであり、イニシアティブが他のイニ 
シアティブを支援するかどうかをブーリアン値 
（真／偽）で表現する。

3.	 インパクトの評価 — インパクトの評価は、支援するイニ 
シアティブがそれを支えるイニシアティブの成功に 
与える影響を評価し、同じイニシアティブに関連す 
る他の支援イニシアティブとの関係におけるその影 
響についての合意に至ることを含む。このインパク 
トはパーセンテージで表現する。

これらの基本概念は、戦略に関する議論に従業員を参加 
させる鍵となります。イニシアティブ間のコネクティビ 
ティを確立することで、接続されたイニシアティブの所 
有者間で、これらのイニシアティブが戦略の実行と価値 
創造に与える影響（または貢献）について対話すること 
が可能になります。

この3段階のプロセスでは、第1段階と第2段階の両方でリ 
ーダーが提起した共通の課題に取り組んでいます。

  より効果的なリソース配分(付録A の例を参照）— イニ
シアティブを連結し、影響を評価することにより、 
リソースの効果的な配分、重複の削減、戦略実行に大 
きく貢献していない活動の特定が可能になる。
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特定された潜在的な課題には、次のようなものがあ 
ります。

  戦略にまたがる複数のイニシアティブ — イニシ 
アティブ間のコネクティビティを確立する際の一 
つの課題は、イニシアティブが他の複数のイニシ 
アティブと、場合によっては複数の戦略にまたが 
ってつながっていることである。このような状況 
では、影響を受けるイニシアティブと戦略の間の 
複雑さを解決するための対話が必要となる。これ 
は、単純化と優先順位の決定につながる可能性が 
ある。

  粒度 — もうひとつの課題は、このプロセスがも 
たらしうる粒度のレベルである。一方では、この 
プロセスが意味する意思決定の民主化は、このプ 
ロセスが可能にする権限委譲と相まって、粒度を 
戦略内の適切なレベルで解決できる問題にしてい 
る。あるいは、リーダーは、望ましいコネクティ 
ビティレベルに適したコネクティビティターゲッ 
トに一致させることで、粒度のレベルを制限する 
ことを希望することもできる。

イニシアティブのパフォーマンスを評価するため 
に、IPMフレームワークでは、各イニシアティブ 
に、本章の表1「IPMのためのイニシアティブの属 
性」に示すような属性を持たせることを提案してい 
ます。ESG要素を含むこれらの属性は、各イニシア 
ティブが生み出す価値を議論し、よりよく理解する 
ことを可能にし、戦略への幅広い関与を促します。

イニシアティブは、ESGの指標と目標だけでなく、財務やそ
の他の業務上の指標と目標を持つこともあります。こ 
れらの目標間のトレードオフは、各戦略と整合され、各 
戦略内で一致します。すべての関連資本、すべての関連 
ステークホルダーの代表者に対する施策と目標は、計画 
段階で合意されたとおり、各イニシアティブに統合され 
ます。イニシアティブの実行中に発生する可能性のある 
対立については、議論し、妥協点を見いだし、結果を報 
告します。

イニシアティブの属性は、関連する会計期間にわたって 
（段階的に）記録し、経時的なパフォーマンスを把握す 
ることが望ましいです。これは、リソース配分とイニシ 
アティブの便益の間に大きなタイムラグがある場合に特 
に重要です。

  説明責任の向上 — コネクティビティにより、組 
織のすべてのレベルで説明責任が向上し、より明 
確な「見通し」が得られる。すべてのイニシアテ 
ィブは、戦略内の少なくとも1つまたは他のイニ 
シアティブによって支援されるか、またはそれを 
支援する必要がある。これにより、管理職は、自 
らの役割が戦略実行とどのように結びついている 
のか、また、自らの貢献が組織の成果にどのよう 
な影響を与えるのかを理解することができる。こ 
のコネクティビティが組織レベルで実施される 
と、戦略的なパフォーマンス、コスト、リターンに 
対するアカウンタビリティ（説明責任）が明確になる。 

戦略的なパフォーマンス、コスト、リターンに対す
る説明責任は、連結されたイニシアティブのマトリ
ックスという文脈の中で決定され、実施される。
従業員レベルでは、このコネクティビティが、戦略
目標に関連する個人目標やチーム目標に反映され
る。これは、パフォーマンスを管理し、戦略への望
ましい関与を促進するために重要なことである。

この3段階のプロセスから得られる見通し、エンゲージメ 
ント、説明責任の向上は、どのような組織レベルにおい 
ても、インセンティブを有意義なものとし、モチベーシ 
ョンを高めるのに効果的です。
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表1 — IPMのイニシアティブ属性
属性 説明

イニシアティブID/コード 一意の識別子。

名称 イニシアティブの名前。

概要説明 イニシアティブの概要、組織のパーパスとの適合性、資金を提供すべき理由など。

価値観 イニシアティブのチームメンバーの価値観と期待される行動に関する声明。

戦略 イニシアティブがサポートする戦略（マッピング）。

イニシアティブの所有者 イニシアティブの所有者は時間の経過とともに変更される可能性があり、結果と所有者 
がリンクしていることを確認するために記録する必要がある。

財務ビジネスパートナー イニシアティブ所有者間の会話をサポートする。

コスト 会計期間にわたって段階的に計上。

収益 会計期間にわたって段階的に計上。

アウトプットまたは制御指標 業務上のアウトプット指標に加えて、例えばESG指標など他の指標も含まれる可能性が 
ある。

目標 会計期間にわたって段階的に計上。

リスク イニシアティブに関連するリスクの説明。

リスク指標 指標（尺度）が存在する場合。

可能性／重大性 可能性と重大性のスコア。

リスク緩和策 緩和策の説明。

関連するイニシアティブ イニシアティブは、他に少なくとも一つのイニシアティブを支援するか、または支援さ 
れるべきである。

開始日 イニシアティブの初日。

終了日 イニシアティブの最終日。

パフォーマンス解説 各会計期間について、パフォーマンスを説明する簡単な説明文を追加することが求めら 
れる。これはイニシアティブの所有者によって行われ、支援するイニシアティブの所有 
者（複数の所有者がいる場合はそれらの所有者）によって評価される。

インパクト 支援イニシアティブの貢献度。支援するすべてのイニシアティブのパーセンテージの合
計は100％でなければならない。

私たちの調査によると、主要な組織は、資本的なも 
のであれ業務的なものであれ、戦略的なイニシアティ 
ブの進捗状況を監視し報告するために、イニシアテ 
ィブの属性表のような概要を利用し始めています。

イニシアティブのデータ属性が、IPMに向けた進捗を評価 
し、パフォーマンスを推進するためにどのように使用で 
きるかについての更なる洞察については、「管理情報」 
の章及び付録Aの例示を参照してください。
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5.3 リソース管理
リソース管理とは、「組織の意思決定の文脈におい 
て、資源の利用可能性の優先順位を考慮すること」 
です。リソース管理は、組織が製品やプロセスの変 
革や継続的改善を効率的かつ効果的に管理するのに 
役立ちます。これには、戦略目標や組織の優先事項 
にリソース、システム、従業員を整合させることが 
含まれます。10

フェーズ1でインタビューした組織の多くは、毎年 
行われる正式な「目標カスケード」プロセスを使用 
して、チームや個人の目標を戦略目標と結びつけて 
います。このプロセスは、財務部門との予算や資本 
配分の話し合いにも関連しています。

資本配分のための目標カスケードプロセスに対する 
批判には、次のようなものがあります。

  戦略にとって何が最善かよりも、意思決定者のバ 
イアスに基づいた活動が行われる。

  管理職は安全第一のアプローチを取り、自分の強 
みを生かす戦術を選択する。

  また、事業にとって最善と思われることよりも、 
自分への報酬や出世につながる可能性が最も高い 
イニシアティブを選択することがある（これはモ 
ラルハザードと呼ばれる問題である）。

  管理職は戦略の解釈がそれぞれ異なる。

  プロセスの官僚主義的な性質は、効率
性、可視性、敏捷性を阻害する。

最新の文献では、目標カスケードの慣行も批判されてお 
り、従業員のゴールと組織の目標をより適切に一致さ 
せる必要性が強調されています。従業員は、自分の目標が組 
織の目標達成にどのように貢献するかを理解すること 
で、より積極的に仕事に対してモチベートされ、イニシ 
アティブをとることができます。11

従業員の目標が組織の戦略的な目標と整合していることを 
確認するために、イニシアティブ所有者と合意した上 
で、チームと従業員に目標を設定する責任を与え、同時 
に従業員が組織戦略に関する必要な情報にアクセスでき 
るようにすることを推奨します。また、個々の業績を戦 
略目標につなげるための継続的な対話に従業員を参加さ 
せることで、理解度を高め、組織への参画を促進するこ 
とができます。
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5.3.1 経営予算と資本予算
財務リーダーは、機能リーダーに比べて各機能の 
業務活動の仕組みを十分に理解していない上に、 
財務資本の配分に関する決定にも常に自信を持っ 
ていないため、財務資本配分の会話で苦慮してい 
ます。しかし、財務リーダーは、財務リソースを 
戦略に沿った機能活動に結び付け、戦略的な価値を 
生み出す責任を負っています。その結果、機能リ 
ーダーは、前期の予算レベルに基づいて予算を 
「所有」することがしばしばあり、この予算編成 
のアプローチは権利意識を強化し、ビジネスの迅 
速な対応を妨げることになります。

IPMフレームワークは、戦略の予算を決定し、機能 
の予算を決定するのに役立つ機能活用目標を設定 
する機会を提供する生産性尺度の使用によって、 
この課題に対処します。

リソース管理に関する会話は、戦略のSEO、支援イ 
ニシアティブの所有者、および機能リーダーとの 
間で行われる必要があります。なぜならSEOは生産 
性目標に、機能リーダーは機能利用に責任を負っ 
ているため、それぞれの目標達成の可能性を最大 
化するためにリソースを配分する権限を与えられ 
るべきだからです。SEOや機能リーダーがどの自然 
勘定にリソースを配分するかを本社で管理するこ 
とは、柔軟性を損ない、結果に対する責任感を減 
じさせる逆効果になる可能性があります。

従って、SEOや機能リーダーは、それぞれの戦略や 
機能の中で、目標を達成する可能性が最も高い方 
法で、リソース配分を決定する権限を持つべきで 
す。このため、自然勘定で予算を組む必要はない 
かもしれませんが、予算編成プロセスを簡素化 
し、状況が必然的に変化した場合の対応力を向 
上させることができるのであって、どの自然勘定が 
予算を受け取るかは重要ではありません。予算編 
成は、イニシアティブのレベルに沿ってトータル 
で行うことが可能で、潜在的にはプロセスを単純 
化し、適切な制御を可能にします。

これとは別に、例えば給与コストや減価償却費など、特
定の予算を一元管理することに有利の場合もあります。

フェーズ2の調査結果—  
ESGの運用
フェーズ2調査の参加者は、各組織でESGがどの
ように運用されているかを共有し合いました。
これらの行動には次のようなものがあります。

• 	 ESG要素の所有権を分散させ、 
それを各機能の戦略の一部とすることで、 
リソース配分のリスクと管理を各機
能の優先順位に依存させる。

•	 広範なサプライヤ・スクリーニング・プロセス
を導入し、新規サプラ イヤーが協業を開始す
る前に相当量のパフォーマンスデータを提供
しなければならないようにすることで、サプ
ライチェーン内のESG問題に対応していく。

•	 サプライヤーが気候変動による経営への 
影響に備えられるよう、食品システム 
全体にわたる影響を考慮する、より広
範な「システムの視点」に立つ。

•	 ESG要素が確実に考慮されるよう、幅広い
組織プロセスを見直す。報酬制度やインセ
ンティブ、調達プロセス、採用を含む人事
プロセス、ESGイニシアティブが必要な支
援を受けられるようにするためのガバナン
ス・プロセスの見直しなどが含まれる。
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Ramboll — 複雑なプロジェ
クト環境における管理
技術主導で、プロジェクトベースで業務を進め 
るRambollは、複雑なマトリックス構造になって
おり、グローバルなエンジニアリング・マネジ 
メント・コンサルタント会社でリソースと業績を管
理する際には、固有の複雑さが生じてしま 
います。しかし、そのおかげで、外部環境の課 
題に対して機敏に対応し、特定のプロジェクト 
に対応することができるのです。外部環境の課題
に対して機敏に対応し、特定の市場や地域のニー
ズに応える能力を持っています。

2023年、英国市場チームのひとつが「戦略的なイ
ニシアティブ・ワークストリーム」を立ち上 
げ、リーダーシップチームの各メンバーが、戦 
略の特定の部分（持続可能性の提供、外部市場
との連携、人材育成など）を担当することになり 
ました。そして、それぞれの戦略方針に基づ 
き、リソースを提供し、実現するため、従業員 
主導のワーキンググループを結成しました。こ 
れらのグループは、事業部門全体の多様な意見
と背景を代表することに重点を置き、適性（役 
割や市場での位置づけなど）を考慮して決定され
ました。 

 

これにより、当グループのリーダーシップは、戦略
的な優先事項だけでなく、日々の業務パフォーマ
ンスにも同等の重要性と重点を置き、戦略から
業務に至るまで明確な一貫性を確保することが
できました。

さらに重要なのは、戦略のさまざまな要素に賛同
する従業員を生み出し、社内の従業員の積極的
な参加を実現したことです。従業員が意思決定
に関与し、それをサポートすることで、戦略は、リ
ーダーだけが関心を持つような、空想的な概念
ではなく、従業員全員が責任をもって理解し、前
進させることができるものとなったのです

Ramboll が提供した事例。
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5.3.2 	 報酬制度とインセンティブの 
			   設計
報奨制度とインセンティブは、サステナビリティ目 
標を含む戦略的な目標を推進するための強力な手段で 
す。しかし、多くの組織では、長期的な「マルチキ 
ャピタル」の視点に立った組織のパーパスと、短期 
的な財務パフォーマンスとの間に断絶が見られま 
す。トップエグゼクティブ、中間管理職、従業員に 
対する長期的なインセンティブと短期的なボーナス 
について、パーパスと戦略目標を一致させるために 
報酬制度とインセンティブを再調整することは、 
IPMアプローチに不可欠な要素です。

報奨制度とインセンティブが最も効果的に機能する 
のは、従業員が自分の努力がどのように戦略と結び 
つき、影響を及ぼし、価値創造を促進するのかを理 
解したときです。個人の目標と組織の目標との間に 
明確な結びつきがなければ、インセンティブは優秀 
な人材になるための動機づけの手段として機能しま 
せん。12しかし、報酬制度やインセンティブが定量 
的な業績評価に依存している場合、組織内に恐怖の 
文化が生まれる可能性があります。特に、権力階層 
の下位に位置する従業員にとっては、評価期間終了 
時に成果を測定することが難しくなるため、この傾 
向が顕著になります。しかし、金銭的インセンティ 
ブが説明責任と業績文化を生み出す個人や業界もあ 
れば、そうでない場合もあります。

また、インセンティブ・システムの設計と導入は、 
公平性の認識に大きな影響を与え、従業員の意欲に 
影響を与える可能性があることにも留意する必要が 
あります。透明性、一貫性、コミュニケーション、 
意思決定プロセスへの関与は、公正さの認識に影響 
を与える要因です。多くの組織では、年次評価プロ 
セスを用いて個人の報酬やインセンティブを決定し 
ています。しかし、1年間を振り返るプロセスは、 
将来の業績を管理する上で最も効果的な方法ではな 

いかもしれません。個人の業績を評価するのに1年待つ 
と、管理職はうまくいったことよりもうまくいかなかっ 
たことをより鮮明に思い出すリスクがあります。したが 
って、年次評価は、成功を評価することや、長所から業 
績を伸ばすことよりも、悪い点を改善することに重点を 
置くことになります。

意思決定においてESGとサステナビリティがますます考慮 
されるようになるにつれ、組織内の各チームがESG戦略の 
実施と達成に責任を持ち、個人の目標がESG目標に沿うこ 
とが不可欠です。ESGパフォーマンスに基づくESG関連報 
酬制度は、企業が必要なレベルの説明責任を育成できる 
よう、より広範なESGアジェンダを反映したものである 
べきです。

効果的な報酬制度には次のような特徴があります。

  インセンティブ体系は、関連するイニシアティブの成 
果を評価する継続的な会話を通じて、個人またはチー 
ムの目標を会社の戦略にリンクさせる。

  インセンティブは、全社的な協力関係の達成に重点を 
置いている。可視性を高めることで、この協力関係を 
促進することができる。

  財務部門は人事部門と協力し、チームと個人の共有目 
標がイニシアティブの施策と目標に合致していること、 
学習・能力開発プログラムが戦略のニーズをサポート 
していること、雇用と昇進が戦略の要件に合致してい 
ることを確認する。

  SEOは、各戦略のチームに対するインセンティブの決定 
に影響を与える。

  ESG目標は、戦略および事業のインセンティブ制度に完 
全に統合されている。
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Sonae —  
戦略とインセンティブの整合
Sonaeでは、経済、社会、自然など、あらゆる次
元での価値創造を取り入れています。Sonaeは、
事業戦略の一環として最高の持続可能性原則を
支持することの重要性を理解しています。Sonae 
Sustainability Advisory Group（Sonaeサステ
ナビリティ アドバイザリーグループ）は、サステ
ナビリティへのイニシアティブを加速する目的
で設立されました。このアドバイザリーグループ
は、Sonaeの取締役会長およびCEOによって支持
され、Sonaeのチーフデベロップメントオフィサー
が指揮を執っています。Sonaeのサステナビリテ
ィ戦略は2023年に見直しが行われ、5つの戦略
軸が定義され、その中でSonaeが取り組むESG目
標が設定されました。最後に、持株会社と事業
全体を通じてサステナビリティアジェンダの重要
性を強化するため、ガバナンスモデルも見直しま
した。

これらの軸とイニシアティブに対して、Sonaeの各
社がベストプラクティスに沿った行動のロードマ
ップを設定し、社会と環境への悪影響を最小限
に抑え、従業員、地域社会、地球のために価値を
拡大する機会を把握しました。

その中で、全員のイニシアティブを確実なものに
するため、Sonaeグループの全従業員の変動報酬
に、地球と人の重要業績評価指標の中でも、温
室効果ガス（GHG）排出削減と指導的地位の女
性を増やすことに関する目標を組み込みました。

 

Sonaeの取締役会は、取締役報酬委員会と執行
委員会を通じて、業績の進捗と意欲的な目標や
公約への継続的な挑戦を監督しています。

さらに、私たちの資金調達アプローチは、すべ
ての人のための持続可能な未来を達成すると
いうSonaeの目標に沿ったものです。Sonaeは、
その融資業務の75%がESGパフォーマンスに関
連しているという重要なマイルストーンを達成
し、Sonaeの持続可能な開発戦略が国内外の銀
行機関から認識されていることを示しました。
事業を通じて、または直接管理されたイニシアテ
ィブの結果として、グループは「グリーン」または
「ESGリンク」の融資業務に参入し、その額はほ
ぼ15億ユーロに達しました。これは、Sonaeグル
ープの中・長期融資枠の75%に相当します。これ
は、Sonaeグループの中長期融資枠（使用済みお
よび使用可能）の75%、持株会社の85%に相当し
ます。

Sonaeでは、「すべての人々にとってより良い明日
を今日も創造する」というパーパスに触発され、
行動しています。

Sonae 提供の事例
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5.4 パフォーマンス文化
すべてのビジネスの根本には人材があります、 
ESG要素を戦略や事業運営に取り入れることは難 
しいですが、パフォーマンス管理により包括的な 
アプローチへの転換が必要になります。これは、 
複数の資本やステークホルダーの視点を考慮し、 
長期的な視野に立つことを意味し、人材が価値の 
主な原動力となります。

 

今日の複雑なビジネスにおけるエグゼクティブにとって 
の重要な課題は、従業員を積極的にビジネス戦略に関与 
させ、価値創造を推進する文化を創造することです。つ 
まり、エグゼクティブは、従業員が力を与えられ、信頼 
され、関与し、戦略を推進し、価値創造する環境、すな 
わちパフォーマンス文化を創造したいのです。

私たちの調査では、IPMへの移行を成功させるために必要 
な文化の7つの側面を特定しました（図3）。
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5.4.1 パフォーマンス指向
パフォーマンス文化の重要な要素は、従業員の行 
動に影響を与え、戦略の実行を促す心構えを生み 
出す、事業のパーパスと価値観です。

パフォーマンス文化では、事業のパーパスが簡潔 
かつ鮮明に表現され、記憶に残り、モチベーショ 
ンを向上させます。パーパスステートメントは、 
ビジネスモデルの重要な要素を説明し、事業とそ 
の従業員がステークホルダーに提供する価値を述 
べています。

IPMフレームワークでは、パーパスはすべてのイニ 
シアティブにカスケードされ、伝達され、その存 
在理由（raison d’être）を明確にします。「IPMのイ 
ニシアティブの属性」テーブルの「説明」フィー 
ルドは、組織のパーパスがイニシアティブの理由 
に変換される場所です。このように組織のパーパ 
スを受け入れることで、従業員はそれに対応する 
個人のパーパスの意識を実感することができま 
す。これによってパフォーマンス指向が形成さ 
れ、責任を担う意思が強くなり、信頼が強化さ 
れ、戦略への関与が増加します。 

また、組織の価値観は、そのパーパス13に関連し、広く伝 
達されなければなりません。事業のパーパスステートメ 
ントと戦略目標（優先事項）は、意欲的なものであり、 
その実現には戦略が必要です。価値観は、組織の従業員
の行動を導き、戦略を実現するために従業員を鼓舞する
ものでなければなりません。価値観は組織にとって真正 
なものでなければならず、倫理と誠実さに根ざしたもの 
であるべきです。企業文化を形成する一連の共有された
信念と原則は、常に念頭に置かれ、社内および社外との
従業員の相互作用と意思決定を導き、戦略を実現するた
めの行動を促すものでなければなりません。「IPMのイニ 
シアティブ属性」表の「価値観声明」フィールドは、イ 
ニシアティブチームが自分たちの目標を達成するための作
業方法を導く価値観や行動原則を明示する場所です。
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フェーズ2の調査結果 —  
短期的な思考
企業のESGパフォーマンスに対するステークホ 
ルダーの期待の高まりは、イノベーションと成 
長の機会を提供するものであるとの認識が、一 
部のインタビュー参加者から示されました。し 
かし、フェーズ2の参加者は、ESGとサステナビリ 
ティのイニシアティブを統合することが短期 
的な財務パフォーマンスとのトレードオフにな 
る可能性があることを懸念しています。例え 
ば、食品小売業界のインタビューでは、再加 
工・再設計やリサイクルのような循環型経済へ 
のイニシアティブは、環境への影響を削減し、 
来るべき規制の整備に備え、長期的にはコスト 
を削減するものであるが、短期的には投資家か 
ら適切に評価されない可能性があることが指摘 
されました。

前述のイニシアティブは先行投資を必要とし、 
短期的な財務パフォーマンスに影響を与える可 
能性があるが、組織は長期的なサステナビリテ 
ィの目標と短期的な財務パフォーマンスを一致 
させるために、様々なアプローチを採用するこ 
とができます。

 

 
IPMフレームワークは、導入に伴って生じ
る戦略に関する対話を通じて、企業が整
合性を確保することを可能にします。

私たちが接触した食品生産企業や小売業の
多くの事例では、サステナビリティを意思決
定プロセスに組み込むことで、長期的な価
値創造に貢献しつつ短期的な財務利益も生
み出すウィンウィンの機会を特定し、トレー
ドオフを緩和することに言及しています。

また、ステークホルダーの持続可能性に対する
期待に適合しない場合、規制、評判、サプライチ
ェーンのリスクが生じ、短期的な財務パフォーマ
ンスに影響を与える可能性があることは注目に
値します。したがって、組織は、サステナビリティ
のイニシアティブを短期および長期の財務目標
と整合させることを優先する必要があります。

5.4.2 戦略的な焦点と責任の明確化
戦略的な視点を持つことは、戦略的な実行と機能的な卓越性のバランスをとることにつながります。ビジネスの権力 
階層は、機能的な構造に基づいている傾向があります。14より戦略的な焦点を当てるには、機能的な卓越性と 
戦略的な実行の間に、より均等なパワーバランスを生み出す必要があります。これには、戦略目標がビジネス 
を支えるイニシアティブと結びついた戦略を策定し、それぞれの所有者を任命することが含まれます。戦略重 
視への移行では、戦略目標達成のための責任の明確化の強化も重視されます。
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5.4.3 視線とエンゲージメント
組織における戦略的なフォーカスの強化には、戦略の 
実行と精緻化に関する話し合いへの従業員の関与を 
高めること、戦略の実行を調整するための協力体制 
を改善すること、業績目標に対する説明責任をすべ 
てのレベルで確立することが必要です。

これを可能にするのが、3段階のプロセスです (図2,  
5.2 節)。この環境では、進化する組織、先進的な 
組織、または統合された組織において、エグゼクテ 
ィブが戦略に対する責任を有しています（5.1節）。 
このアプローチにより、戦略の一貫した解釈が促進 
され、リソース配分が改善され、説明責任が強化 
される「見通し線」が形成され、インセンティブが 
より意味深く、動機付けに富むものとなり、組織戦 
略に連動したパフォーマンス管理が可能になりま 
す。

そのためには、組織のあらゆるレベルで、戦略に関す 
る継続的な会話に従業員を参加させる必要がありま 
す。

こうした会話は、個人やチームの目標と戦略目標を結び 
つけるために不可欠です。このような見通しの改善を確 
立することで、すべての組織レベルにおいて、結果に対 
する説明責任を高めることができます。
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5.4.4 管理統制を可能にする
歴史的に、企業はトップダウンの指揮命令系統に頼 
って物事を進めてきました。現在では、価値創造や 
無形価値の理解において、人的資本、知的資本、社 
会的資本、自然資本の重要性が認識されるようにな 
ってきています。15現在の企業文化における重要な 
課題の一つは、従業員が適切なモチベーションを持 
っていると信頼する方法です。モチベーションは測
定、モニタリング、管理することができないにも関
わらず、どのように信頼すべきかという点です。

あるグローバル・マルチブランド・メーカーの財務 
担当シニア・エグゼクティブによると、従業員 
に責任を負わせ、意思決定を行い、結果に対して責 
任を負うことに抵抗感を持たせないようにする課題 
をよく表しています。「私たちは、人々を部屋の中 
に置き、この部屋から外には出られないという多く 
の方針を採っています。多くの人々が不満を持ち、 
『ああ、でもそれは私たちの起業家のように振る舞 
うべきという会社のメッセージと一致していない』 
と言っています。」16

パフォーマンス文化において、柔軟性と適応性を可 
能にする実現可能な管理に優先順位を付け、非難の 
ない文化に寄与することは、強制的なコントロール 
よりも、パフォーマンスとイノベーションを促進す 
る可能性が高いです（定義を参照 ）。実現可能な管 
理は、従業員がより良いパフォーマンスとイノベー
ションにつながる可能性のあるチャレンジングな責
任を担うことを奨励します。例えば、ステージゲー
トレビューは、革新的な活動を成功させるか、

または早くかつ安全に失敗させることができます。ガイ 
ダンスを提供し、責任を明確にする管理は、トレスを軽 
減し、個人がより効果的に感じられるようにします。 
ステージゲートレビューのような統制を実施すること 
や、個人が働くための明確な境界線を設定したりするこ 
とは、柔軟性のない手順で包括的なトップダウンの統制 
を行うよりも効果的です。17 

逆に、強制的な統制 は、コンプライアンス重視のシステ 
ム、プロセス、手順に基づくものであり、失敗を恐れる 
文化を生み出し、責任を負うことを躊躇させ、意思決定 
やリスクテイクを阻害します。18

企業における統制は、その企業が掲げる価値観に沿った 
ものであることが重要です。統制が価値観と相反する場 
合、それは混乱と不参加を引き起こし、やりがいのある 
仕事に責任を持つ意欲を失わせ、結果に対する説明責任 
が回避される文化につながります。19 
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5.4.5	透明性と可視性の強化
透明性の高い社内プロセスは、戦略目標の達成とパ 
フォーマンスの向上、特にESG情報開示に対する要
求の高まりを考慮すると、極めて重要です。高いレベ
ルでは、組織のパーパスと価値観を明確にし、戦略
目標への期待を明確にすることが必要になります。
また、業績目標の達成と事業の戦略的な目標に関
連する情報の提供も重要です。このように明確化す
ることで、組織内および組織横断的な整合性とコネ
クティビティの感覚を醸成することができます。

自分の仕事が戦略に与える影響を理解させるために 
は、組織のビジネスとオペレーティング・モデル全 
体にわたって、すべての主要な戦略目標を可視化す 
ることが肝要です。透明性と可視性を組織に定着さ 
せるには、3段階のプロセス（図2）を使ってイニシ 
アティブを戦略に結び付け、イニシアティブの属性 
を全従業員に可視化することが重要です。

関連するイニシアティブの所有者が、継続的にパフ 
ォーマンスに関する会話を行うことも同様に大切で 
す。このような会話には、変革やイノベーションの 
ための課題や可能性のあるアイデアに関するフィー 
ドバックをオープンに受け取り、定期的にガイダン 
スとフィードバックを提供すること（フィードバッ 
クのループ）が含まれています。

フィードバックループの価値は、最前線の従業員が 
ビジネスにプラスまたはマイナスの影響を与えうる 
要因を最初に経験することが多いという点にありま 
す。フィードバックループ促進は、ビジネスの対応力 
を強化します。また、このような継続的な会話に 
より、知識、信頼、エンパワーメントが構築され、 
戦略とパーパスに対する従業員のエンゲージメント 
が高まります。

競争上の機微情報に関わることを前提に、すべての 
戦略データおよび関連する経営情報は、全従業員が 
閲覧できるようにすることを提案します。このよう 
な可視化は、信頼の文化を醸成し、戦略への理解と 
関与を高め、オペレーショナル・エクセレンスと戦略実 
行に焦点を当てた会話を奨励し、従業員に可能なキャリ
アパスと機会を提示するものでなければなりません。

フェーズ2で得られた知見 —  
可視性
フェーズ2の参加者は、ESGを運用する上で、
可視性が重要な検討事項であると述べてい
ます。ある組織では、生産・計画活動を温室
効果ガス（GHG）報告やモデリングと統合し、
リサイクル、含有量、排出係数、包装のデー
タなど、使用材料と使用量の可視性を組織
全体で向上させることを目指しています。

リサイクル、含有量、排出係数、包装のデ
ータなど、使用材料と使用量の可視性を組
織全体で向上させることを目指します。

上記の例に示されているように、強固なデータ
収集と報告は、組織全体の可視性を高め、ESG
を効果的に運用することにつながります。これ
には、環境的・社会的影響の追跡、ガバナンス
の実践や関連するイニシアティブの効果のモニ
タリングと測定が含まれています。ESG目標を
運用するためには、それらをイニシアティブに統
合し、5.2節の属性表で包括的に表現し、関連す
るイニシアティブのオーナー間の継続的なパフ
ォーマンス対話の一部とすることが必要です。

可視性を高めるその他の例としては、従業員、
投資家、顧客、サプライヤー、規制当局、地域
コミュニティなど、社内外のステークホルダー
を巻き込み、組織の意思決定に対するフィー
ドバックを積極的に求めることで、さらなる信
頼と正当性を構築することが挙げられます。



30  | 統合パフォーマンス管理

5.4.6	 協力と調整
リーダーにとってのもうひとつの課題は、戦略の 
実行を調整するために、人々が組織全体で協力す 
ることです。この必要とされる協力は、サイロ型 
権力階層やメンタリティがもたらす課題に 
よって、しばしば損なわれています。

IPM フレームワークは、5.2節で、マッピングとコ 
ネクティビティのプロセスを通じて、このような 
課題を克服し、協力と協調を強化することを目指
します。これらのプロセスでは、組織の戦略的な
成功に対するイニシアティブの影響や、部門横断
的なチーム、意思決定、リソース配分の有効性につ
いて、継続的に話し合うことを促しています。

また、組織のパフォーマンスを組織のパーパスに根付か 
せ、パフォーマンス文化を発展させることは、責任と説 
明責任を強化し、異なる事業部門や機能間の協力と調整 
の向上につながります。
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フェーズ2の調査結果 — 
IPMにおけるデータ主導の役割
フェーズ2の調査では、ESGパフォーマンスを把握し、
意思決定に反映させるために、データ主導型である
こと、適切なシステムとプロセスを持つことの重要な
役割が明らかになりました。企業は、データや情報
に関連する以下のような課題を明らかにしました。

• 	 組織外部のサプライヤーからデータを入手する 
こと、

•	 組織内部から必要なデータを特定することの難 
しさ、

•	 ビジネスに役立つようにデータを構造化して提 
供する方法など。

このような課題に対して、企業は優先順位付けを 
行うことで、最も重要なサプライヤーから適切な 
持続可能性データを収集することが可能になった 
と回答しています。優先順位付けはピラミッド型 
で行われ、すべてのサプライヤーに基本的な（ピ 
ラミッドの底辺に位置する）サステナビリティデ 
ータの提供が求められました。特定の重要なサプ 
ライヤーにのみ、より高度なデータの提供が求め 
られました。重要なサプライヤーは、組織ご 
とに異なるいくつかの基準に基づいて選定されま 
した。企業は、アウトソーシングされたシステム 
プロバイダーと、社内で開発されたクラウドベー 
スのシステムの両方を活用して、意思決定者への
パフォーマンス情報のフローを促進しています。

社内で必要とされるデータの特定に関連するいくつか 
の困難に対処するため、多くの企業は、サステナビリテ
ィアジェンダのための明確なデータ要件を確立する 

 
 
 
ことを優先することで合意しました。これらの要件を 
特定し理解することに成功した回答者の中には、デー 
タガバナンスと所有権が次のステップであると明記し 
ている回答者もいました。複数のデータ所有者が存在 
することによるデータアクセスの問題へのイニシアテ 
ィブに関する適切な例では、ビジネス、サプライチェ 
ーン関係者、販売組織に情報を提供できる一意的な場 
所を作り、そこから生成される多くのレポートに情報 
を提供することができるようにしました。

また、データ収集と分析を合理化できる、適切で厳密 
なサステナビリティソフトウェアツールに投資するこ 
とが、より効率的にレポートを作成し、データアクセ 
スに関する懸念に対処する鍵になると指摘する企業も 
見られました。

サステナビリティデータをどのような仕組みで企業に 
提供するかについては、株主を含むステークホルダー 
のニーズを満たす必要があるという点で、認識が一致 
していました。必要なステップとしては、サステナビ 
リティデータを利用する組織内のキーパーソンを特定 
し、会社の情報ニーズを理解するための分析を行うこ 
となどが挙げられました。あるインタビューで、特定 
のステークホルダーの要求に合わせてデータを調 
整することで、データの有用性と関連性が高まる 
と強調した人は、ビジネスの側面によってデータ 
の使い方が異なり、必要とされるデータの粒度も 
異なると指摘しています。

5.4.7 データに基づく意思決定
データ主導の意思決定は、客観的な分析と経験的な 
証拠を組み合わせ、ビジネスを成功へと導きます。 
直感や個人的なバイアスではなく、事実に基づいた 
データによって意思決定を行うことで、企業はリス 
クを最小限に抑え、機会を最大限に生かすことがで 
きます。データによって複雑な問題を包括的に理解し、 
継続的な学習と改善を促すことで、計画や戦略を洗 

練させ、より正確な予測と信頼性の高いプラン 
ニングにつなげることが可能になります。データは、 
根拠に基づき意思決定を正当化し、伝えることが 
できるため、透明性と説明責任の文化を育みます。 
AICPAとCIMAのグローバル管理会計  原則 には、 
データプランニングに関する有用なガイドライン 
が含まれています。

https://www.aicpa-cima.com/resources/download/gmap-global-accounting-principles


32  | 統合パフォーマンス管理

次の表は、パフォーマンス文化のさまざまな構成要素の主な特徴と、組織にこれらを導入することで期待されるメリ 
ットを示しています。

パフォーマンス文化の
構成要素 主な特徴 期待される利益

パフォーマンス指向 •	 パーパスが明確で、記憶に残り、意欲をかき立て
る。

•	 すべての活動、プロセス、プロジェクトのレベルで 
パーパスが明確にされている。

•	 エンパワーメント
•	 信頼
•	 エンゲージメント

戦略的な焦点と責任の
明確化

•	 機能的な卓越性よりも優先される戦略実行
•	 イニシアティブ（活動、プロセス、プロジェクト）

のマッピング
•	 全レベルでの業績目標に対する説明責任の確立

•	 機能的エクセレンスと戦略実行のパ 
ワーバランスをより均等にする

•	 成果に対するアカウンタビリティの
向上

視線 
とエンゲージメントの
促進

�•	 戦略的な対話への従業員の参加
•	 需要と供給の概念

•	 戦略の一貫した解釈
•	 リソース配分の改善
•	 イニシアティブと戦略間の見通しの

改善

管理統制を可能にする •   強制的な統制よりも可能な統制
•	 非難のない文化

•	 想定される責任
•	 リスクを負う
•	 エンパワーメント

透明性と可視性の強化 •   パーパス、価値観、戦略的な意図の明確化
•	 パフォーマンスデータへのアクセスのしやすさ

•	 整合性
•	 コネクティビティ
•	 エンゲージメント
•	 信頼

協力 
と協調の推進

•	 継続的な会話 - 機能横断的なチーム編成、 
活動の調整

•	 強化された意思決定
•	 リソース配分の改善

データに基づく意思
決定

データが

•	 組織の目的につながる
•	 意思決定をサポートする
•	 容易にアクセスできる
•	 一貫して定義され、ラベル付けされている
•	 変化に強い
•	 効率的である

•	 より良い意思決定
•	 学習する組織
•	 エンゲージメントの向上

表2-パフォーマンス文化の特徴と利点



33  | 統合パフォーマンス管理

6 マネジメント情報

6.1 イニシアティブの成功指標

 IPMフレームワークにおける経営情報は、予算管 
理による伝統的なパフォーマンス管理システムか 
らIPMへの移行を経時的に測定することに重点を 
置いています。

 フレームワークが提供する経営情報は、IPMアプローチが 
どの程度実施されたか、またその採用の質に重点を置い 
ています。これは、経営者が意思決定に活用する経営情 
報とは異なるものであり、各企業固有のものです。

戦略をよりよく実行するためには、事業全体で意 
思決定を行う必要があります。上級管理職は、事
業全体の意思決定が、偏見や勘ではなく、どの程
度測定に基づいているかを把握しておく必要があ
ります。実際、多くの企業は、データ主導の意思決
定を行うことで競争優位性を獲得するために、分
析能力を活用するようになってきています。

これは、すべての決定が根拠に基づいたものでな 
ければならないと言っているわけではなく、測定 
が難しすぎたり、コストがかかりすぎたりするイ 
ニシアティブもありえます。

時には、活動の有効な尺度を決定することが難し 
く、代理の尺度が使われることもあります。関連 
性のあるイニシアティブの所有者同士が測定方法 
に同意しているのであれば、代理測定は受け入れ 
られるはずであり、戦略の実行に関する会話に貢 
献することができます。

それでも、測定が現実的でない場合、意思決定者 
は、これらのイニシアティブの開始前に測定を行 
わないことに明確に合意する必要があります。

ビジネスがどの程度うまく戦略を実行できている 
かを評価するために、リーダーは、コネクティビ 
ティとインパクトの尺度を用いて、人々が直感に 
従うのではなく、意思決定を支えるためにどの程 
度データに依存しているかを分析することができ 

ます。例えば、すべてのイニシアティブはコストと収益 
に影響します。実施されたイニシアティブに成功指標が 
ない場合、意思決定者は、測定されたパフォーマンスの 
改善によってどれだけのコストを削減できるかをどのよ 
うに評価できるでしょうか？どれだけの機会費用がリス 
クにさらされているでしょうか？

イニシアティブの属性から導き出されるその他の尺度に 
は、次のようなものがあります。

  成功の尺度を持たないイニシアティブのコスト（意思 
決定者はパフォーマンスを本能的に評価するか、まっ 
たく評価しない）。これはまた総費用のパーセントと 
して表わすことができる。

  成功の尺度がないイニシアティブの数（または総数 
に占める割合）。

  成功の尺度を持たないイニシアティブの平均コスト。

  成功の尺度を持たないイニシアティブの集中度。これ 
は、ビジネス単位、機能、イニシアティブ（集約され 
たもの）、戦略、マネージャー、またはビジネスにと 
って意味のある他の層。これは、コストまたは数によ 
って分析されることがある。

これらの指標に加えて、測定のタイムスケールと頻度を 
明確にすることが重要です。
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6.2 生産性

6.3 機能の効率的活用

企業は常に、より少ないコストでより多くのもの 
を生み出すことを求められています。リーダーに 
とっての課題は、ビジネスのどこにそのような機 
会が存在するかを理解することです。経営モデル 
は、何年も何十年もかけて決定されたことを効率 
的かつ効果的に実行するために進化してきまし 
た。同時に、企業は競争力を維持するために規模 
の経済を追求し、有機的に、あるいは買収によっ 
て成長してきました。必然的に、稼働モデルの一 
部は、もはや成功に関連性のない意思決定を提供 
するように形成されており、おそらくは稼働を続 
け、リソースを消費すべきではない可能性があり 
ます。

財務リーダーは、ビジネス・エコシステムがどの 
ように変化したかにかかわらず、前期のリソース
水準に基づいて資源を受け取ることを業務リーダ
ーが期待するため、ある年から次の年へのリソー
ス配分の決定において課題に直面します。20 

より積極的に予算を再配分する企業は、リソース配分が 
固定的な企業よりも大幅に業績が向上する傾向がありま 
す21。

イニシアティブの属性データを使用することで、SEO 
は、生産性が業務（ESGを含む）アウトプットとコストの 
関数として表される、長期的な生産性向上を目標とする 
ことができます（付録A参照 )。どのイニシアティブを削 
減・縮小し、どのイニシアティブにリソースを投入する 
かを特定することで、生産性の向上を促進することがで 
きます。その後、戦略に関連するイニシアティブの所有 
者と合意した上で、業務上（ESGを含む）および財務上の 
目標を達成するためにリソースをどのように配分するか 
を決定するのは、SEOの責任となります。

ストロング型マトリックス・マネジメントのコン 
セプトでは、機能は戦略のサービスに最適なレベ 
ルのリソースと能力を提供します。機能リーダー 
は、与えられたイニシアティブの成果を達成する 
ための最良の方法について、戦略実行責任者 
（SEO）に専門的なアドバイスを提供します。 
従って、機能別サイロの予算の主な使い道は、戦 
略を支援するために必要なリソースと専門知識の 
質と可用性を開発し維持することです。リソース 
と専門知識は戦略に供給され、そのコストは戦略 
によって負担されます。未割り当てのコスト（つ 
まり、未使用のままのコスト）は、機能の利用率 
を計算するために使用されます。

戦略のコスト、収入、および運用成果に責任を持つSEO 
は、財務ビジネスパートナーがアドバイザーおよびコン 
サルタントとして機能する中、機能リーダーと協力して 
機能リソースを最適化し、戦略の実行の効率と効果を高 
める方法について話し合うべきです。

利用率は、戦略に割り当てられたコストを機能全体のコ 
ストの合計で割ることによって計算されます。この計算 
により、特定の戦略にどれだけのコストが割り当てられ 
ているかを、その戦略が属する機能の総コストと比較し 
て数値化します。
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6.4 説明責任
すべてのイニシアティブに責任者を置くべきです。イニ 
シアティブがどの程度所有されているかをレポートし、 
結果に対する説明責任を明らかにします。説明責任は、 
いくつかの方法で評価することができます。

  所有されていないイニシアティブのコスト。これはま
た総費用のパーセントとして表すこともできる。

  所有されていないイニシアティブの数（または総数に 
占める割合）。

  所有されていないイニシアティブの平均コスト。

  説明責任を負う人がいないイニシアティブの集中。こ 
れは、ビジネス単位、機能、イニシアティブ（集約さ 
れたもの）、戦略、マネージャー、またはビジネスに 
とって意味のある他の層。これはコストまたは数によ 
って分析されることがある。

この情報は、イニシアティブの所有権の分布や集中につ 
いてエグゼクティブに知らせることができます。並行し 
て、これはキーパーソンポリシーを通知し、集中リスク 
（キーパーソンがイニシアティブの過剰な数または値に 
責任を負うかもしれない）に対処することができます。 
また、この情報は、イニシアティブ所有者の入れ替わり 
や、その結果生じる可能性のある実行リスクに関する洞 
察も提供することができます。
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6.5 モラルハザードに関するリスク
雇用主と従業員の関係において、モラルハザードと 
は、従業員が、その意思決定がもたらす否定的な結 
果に対する責任は雇用主またはラインマネジャーが 
負うことを理解した上で意思決定を行う状況を指し 
ます。責任ある立場にある個人が、個人的な経験に 
影響されたり、過去の決定に過度に執着したりする 
ことはよくありますが、これはビジネスの将来にと 
って有益とは言えないでしょう。目標設定や人材確 
保の決定は、以下のようなさまざまな要因に影響さ 
れる可能性があります。

  戦略にとって最善であるよりも意思決定者のバイ 
アスに基づいた活動

  管理職が安全第一のアプローチを取り、自分たち 
の強みを生かす戦術を選択すること

  管理職が自分に報酬や昇進の可能性が最も高いイ 
ニシアティブを選択すること

  戦略の解釈の違い22

ビジネスリーダーは、すべての意思決定者の動機、 
恐れ、バイアスを把握しているとは限らないため、 
勘や個人的なバイアスに基づいて意思決定が行われ 
る状況を減らすことを目指さなければなりません。 

イニシアティブの属性とコネクティビティとインパクト 
の尺度は、連結したイニシアティブの所有者間で建設的
なチャレンジ・ディスカッションの機会を提供すること
により、モラルハザードを低下させるのに効果的です。

戦略に関する以下の尺度は、組織リスクの評価と管理に 
有用です。

  つながりのあるイニシアティブのオーナーが同じであ 
る（数、価値、集中度）。

  イニシアティブのオーナーは、支援するイニシアティ 
ブのオーナーとラインマネジメントの関係にある 
（数、価値、集中度）。

  先行指標は、全接続に占める割合（件数比、金額比） 
で示す。

戦略的なテーマにおけるイニシアティブのコネクティビテ 
ィは、つながっているイニシアティブの所有者間のライ 
ンマネジメント関係を特定、報告、最小化することにより、
モラルハザードリスクを低減する機会を提供しま 
す。そのような関係が存在する度合いは、両者間の建設 
的な緊張の度合いを示し、したがって、戦略の実行をめ 
ぐる人とチーム間の挑戦が不十分であるリスクを示しま 
す。
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7 パフォーマンス
IPMフレームワークは、伝統的な機能構造よりも関連したイニシアティブを中心にパフォーマンス 
管理を行い、戦略実行における従業員の関与を向上させることを目指しています。これは、労働力 
のパフォーマンスがイニシアティブの階層を通じて管理されることを意味します。

7.1 従業員エンゲージメントと 
エンパワーメント

フレームワークは従業員をエンパワーメントすることができます。リーダーは、誤った行動が行き過ぎないように 
防護柵を提供する有効な制御を確立することで、従業員がリスクを取り革新することを信頼できます。従業員は機 
会を捉え、ビジネスの対応力と回復力を強化する権限を持ちます。

パフォーマンス管理は、従業員を戦略的なイニシアティブに結びつけることに関連しています。戦略目標を達成する 
ために、つながりのあるイニシアティブのパフォーマンスに依存している所有者は、

  支援するつながりのあるイニシアティブの所有者のパフォーマンスを評価する必要がある。

  特に、これらのイニシアティブの予算や成果目標にプレッシャーがかかっている場合、結果を出すために支援するイ 
ニシアティブの所有者と協力し支援することが重要である。

  つながりのあるイニシアティブの所有者を継続的に支援し、共に課題を議論し、個々の過去の失敗を振り返るの 
ではなく、パフォーマンス開発に焦点を絞ることで、年次評価プロセスを不要にすることが望まれる。

継続的な対話を通じて戦略実施に関する従業員のエンゲージメントを向上させることで、事態が大きく悪化するリ 
スクを減らすことができます。実際、あるイニシアティブの所有者とそれを支援するイニシアティブの所有者の間 
で「難しい」会話が必要になる場合、これは通常、コミュニケーションの問題、つまり意思疎通の不足や誤解から 
生じることが多いです。
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富士通 - パーパスと戦略で 
社員を引き込む
2020年、富士通は「イノベーションによって社会 
に信頼をもたらし、世界をより持続可能にする」 
というパーパスを掲げ、コアバリューを「向挑 
戦」「信頼」「共感」に刷新しました。富士通 
は、このパーパスに基づき、お客様をはじめとす 
るステークホルダーの皆様とともに、社会の課題 
を克服するための解決策を見出し、業界横断的な 
アプローチで高付加価値を生み出すサービスを提 
供する新たなビジネスモデルを構築していきまし 
た。

いくつかのイニシアティブが、富士通のパーパス 
を定着させ、組織文化の変革を支え、異業種間の 
コラボレーションを加速させてきました。

1. パーパス追求型対話プログラム「パーパス・ 
カービング」（Purpose Carving）。このプログ 
ラムは、人生を振り返るセッション、個人のパ 
ーパスを明確にし、洗練させるセッション、パ 
ーパスを共有し、他者の意見に耳を傾け、協力 
と協調を促すグループ・ミーティングなどの演 
習を通じて、個人個人のパーパスを明確にし、 
形成することをサポートしています。 
 

 
 

2. 	人事主導の評価制度により、富士通のパーパスと 
個人の成果指標との関連性を確立。この評価制 
度は、従業員と上司の対話を促し、個人のパーパス
や目標を富士通のパーパスや戦略目標と一致させ
ることで、組織全体で一貫性のある評価フレームワ
ークを構築するものです。その目的は、従業員の主
体的な成長と行動を促し、従業員の貢献が富士通
のパーパスに合致し、お客様や社会のために価値
を創造できるようにすることです。従業員と管理職
のコミュニケーションを促進するため管理職と全従
業員が1対1のミーティングを行い、事前準備のため
の新しいツールも導入しています。このような1対1
のミーティングは、富士通において重要な役割を担
っています。なぜなら、このミーティングを通じて、
従業員は組織戦略と自分のキャリア志向を一致さ
せ、上司と成長の機会について話し合い、戦略的な
パフォーマンスに関する貴重なフィードバックを受
けることができるからです。その結果、従業員エン
ゲージメント調査の「会社の方向性と期待」、「学
習と成長」、「成功する平等な機会」のスコアは大
幅に上昇する傾向にあります。

富士通の事例
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7.2	 	 レジリエンス
IPMフレームワークは、継続的な意思決定を可能に 
するイニシアティブのパフォーマンスと戦略的パ 
フォーマンスに関する継続的な対話の機会を創出 
することによって、組織のレジリエンスを向上さ 
せるものです。これにより、失敗が大きな問題に 
なる前に早期に発見し、小さな失敗から学び、迅 
速に前進することが可能になります （小さくでも 
よいからとにかく始めて、失敗から早く学んで先 
に進め）。逆に、従業員が新しいアイデアやリス 
クを伴うアイデアを探求することに積極的である 
と感じるパフォーマンス文化では、イニシアティ 
ブの所有者は、新たな支援イニシアティブを委託 
することができ、また、従業員は、新しいイニシ 
アティブの機会が出現したときに、それを推奨 
し、議論することができるようになります。これ 
により、対応力が高まり、急速に変化する経営 
環境における組織のレジリエンスが強化されます。 

また、IPMフレームワークは、イニシアティブの属性、コ 
ネクティビティ、影響の可視性を高めることで、情報の 
非対称性のリスクを低減します。監査委員会は、取締役会
が頼る情報が、経営陣が会社を運営するために使う情 
報と基本的に同じであることを保証しています。ただ 
し、取締役会に提供される情報は、経営陣のそれよりも
細かい詳細には及ばないという点があります。IPMフレー 
ムワークを適用している組織では、取締役会の説明情報 
と主要な指標は、戦略実行の成否を評価するためにSEO 
が依拠する情報と対称的であるべきであり、イニシアテ 
ィブの属性表から取り出されることになります。



組織設計と焦点 従来の組織 統合された
組織

進化する組織 先進的な組織

機能的な卓
越性

主な焦点

戦略的な実行

図4 - IPM成熟度モデルのフローチャート
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8	 IPM成熟度モデル
IPM成熟度モデルは、企業がIPMアプローチを採用 
する過程において、さまざまな段階に位置づける 
ことができるように設計されています。必要な移 
行は反復的である可能性が高く、企業が到達した 
い場所や導入の過程によって異なります。

 

組織は、IPM成熟度モデルを使用して、さまざまな指標に 
わたって、より戦略志向のビジネスへの進捗を図り、将 
来の進捗を計画するための診断として使用することがで 
きます。結局のところ、リーダーシップの権限のシフト 
は、基礎となる人間関係やリソース管理プロセスなど、 
時間の経過とともに対応する組織の他の側面のシフトに 
有機的につながっていきます。

リーダーシップ 

文化

リソース管理
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IPM成熟度モデルは、組織が、企業パフォーマンスを管理するための現在のアプローチを特定し、企業パ フォーマ 
ンスを管理するためのより統合的なアプローチへの移行を計画するのに役立てられます。

IPM  
フレームワーク 従来型 進化型 先進型 統合型

主要な視点の焦点 機能内の戦略的な焦点 機能内の戦略的な焦
点で、戦略プログラム
リーダーに基づく

機能に対する戦略主導型

IPMリーダーシ
ップ

構成 機能別幹部で構成される
エグゼクティブチーム。

機能別幹部で構成され
るエグゼクティブチー
ム戦略的プロジェクト
に関する「必要に応じ
た」助言または最新情
報の提供を求める。

戦略的なプログラムリー
ダーがサポートする機能
的エグゼクティブで構成
されるエグゼクティブリ
ーダーシップチーム。

主要な機能的エグゼ
クティブが支援する
SEOで構成されるエグ
ゼクティブチーム。

所有権 戦略目標は経営陣が共
同で所有し、戦略的な専
門知識よりも機能的専
門知識が重視される。

戦略的な目標は、機能的
かつ特定の戦略的な責任
を有する機能的エグゼクテ
ィブが所有する 
（「二重市民権」）。

戦略的なプログラムリー
ダーからの情報を得て、機
能的エグゼクティブが戦
略的な目標を所有する。
「需給」ベースでプロ
グラムリーダーの意
見を取り入れる。

戦略目標はSEOが所有
し、戦略はイニシアティブ
をサポートすることによっ
て構築される。機能的な
専門知識は需要と供給に
基づいて提供される。

権限 機能的権限に基づく。 戦略的なプロジェクトに求
められる特定のインプット
と機能的権限に基づく。

主に機能権限に基づい
て、戦略的なプログラ
ムリーダーは経営指導
部のチームに計画され
た助言を提供する。

機能リーダーからの
情報を含む戦略的
な権限に基づく。

IPM
パフォーマンス
文化

パフォーマン
ス指向

パーパスは定義
されているが
広く伝えられていない。機
能重視のため、パーパス
とのつながりが限定的。

パーパスは明確に定
義され、表現されてい
るが、広く理解されて
いない。機能的焦点
が依然として優勢。

パーパスは定義され、
明確にされ、理解され
ているが、戦略との関
連において広く受け入
れられていない。

パーパスが明確に定義
され、明確に表現され
ている。パーパスがイ
ニシアティブの属性に
統合され、効果的な意
思決定と従業員の行動
が促進されている。

戦略的な焦
点と責任の明
確化

戦略に対する従業員
の理解は限定的で、
管理職や個人の解釈
に依存している。
戦略に対する従業員の幅
広い関与はなく、機能的
な活動が優先される。

アカウンタビリティを育 
成するパフォーマンス文 
化が不十分。個々の業績 
目標は、機能的な卓越性 
の野望によって駆動され 
る機能的マネージャーに 
よって設定される。年次の 
目標カスケードプロセス 
と年次業績評価が行われ 
る。

戦略に対する従業員
の理解と関与は、主に
主要戦略テーマの
年次トップダウンコミュ
ニケーションに基づいて
います。機能的活動が依
然として優先される。

機能的な卓越性と戦略的
な側面を組み合わせた業
績目標に対する説明責任
が確立されているが、機
能的な卓越性の野望に偏
っています。定期的なレ
ビューが行われている。

戦略に関する議論の増
加により、戦略に対する
理解と関与が広がりま
す。従業員は、正式なチ
ャネルとプロセスを通じ
てフィードバックを提供
するよう奨励される。

戦略内のイニシアティ
ブを結びつけることに
よって、業績目標に対す
る説明責任が決定され
ます。継続的なレビュ
ープロセスがある。

関連するイニシアティブ
の所有者間での会話を
促進する連結性は、
戦略に対する理
解、一致、
関与を向上させる
基礎となる。

戦略内のイニシアテ
ィブを結びつけること
によって決定される
業績目標に対する
説明責任。継続的なレビ
ュープロセスがある。

表3 - IPM成熟度モデル
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IPM 
フレームワークの構成要素 従来型 進化型 先進型 統合型

IPM 
パフォーマンス
文化（続き）

管理統制を可
能にする

主に強制的でコンプライ
アンス重視の統制。失敗
への恐れが文化を形成。
統制は価値観に反し、
期待される行動
を妨げる。

統制を可能にする方向への
志向の高まり。個人的なリ
スクが限られている中で、
追加的な責任を快適に
引き受ける人々。

エンパワーメント、柔軟
性、意思決定を支援する、
主に可能にする統制。
個人的なリスクが軽
減されるにつれて、
追加的な責任を
引き受ける傾向
が強まる。

期待される行動を促進す
る価値観に沿った統制を
可能にする。非難しない
非難しない従業員は、自由
かつ進んで追加責任を引
き受ける権限を与えられる

先見性と
エンゲージメ
ント

戦略へのつながりが
確立されていない。
先見性が乏しい。

機能内で戦略とのつ
ながりは築かれてい
るが、挑戦されていな
い。名目上の視線。

戦略プログラムリーダ
ーと議論される戦略と
のつながりがあるが、
その度合いは具体的に
測定されていない。
視線の改善。

SEOが戦略的連携に責
任を持ち、連携の程度は
測定指標となります。連
携目標がSEOと合意され
ている。明確な視線。

透明性と可
視性

事業運営に使用され
る情報について、従
業員の可視性がない
か限定的である。

主要業績情報が公
開されます。機能的
パフォーマンス
に関するより詳細な情報
がアクセス可能になる。

主要戦略プロジェクトの
パフォーマンスと主要な
ビジネス結果の可視化。

すべてのイニシアティブ属
性と管理情報が完全に
可視化されます。コネ
クティビティ、インパク
ト、生産性（その他の
指標を含む）が、イニシ
アティブの所有者と
SEO間のコミュニケ
ーションに積極的
に使用される。

協力と調整 対話、
協力、機能横断的
調整が限定的。

機能的または個人的な目
標による協力と調整。

機能横断的な協力と調整
が増加するが、特定の戦
略的プロジェクトに限定さ
れる。チームは必要に応じ
て他の機能を利用する。

戦略における連携したイ
ニシアティブのニーズによ
って推進される協力、調
整、および機能横断的な
チーム編成。チームは多
機能で流動的である。

データに基づ
く意思決定

ファンクショナル・エクセ
レンスへのデータ重視

戦略結果の追跡に使
用される戦略目標デー
タ。サポートイニシアテ
ィブとの連携がないた
め、戦略に対するオペ
レーティングモデルの
影響を把握できない。

戦略目標に対する戦略的
イニシアティブの影響に
関するデータを収集し、
分析する。データは意
思決定を支える。

戦略的イニシアティブの
影響に関するデータを
全イニシアティブにわた
って収集・分析。データ
は意思決定を支える。

IPM 
リソース管理

経営予算と資
本予算

機能リーダーの
「所有権」または権利意
識によって推進される

予算は「目標カスケード」
プロセスによって推進さ
れ、機能優先が優勢。

予算プロセスは機能的な
卓越性と戦略との間のバ
ランスを反映し、価値創造
とイノベーションを重視。

経営予算と資本予算は生
産性指標と目標に基づ
くSEOとの継続的な対話
によって決定される。

報酬制度とイ
ンセンティブ

一元的に管理された
報酬制度は「一律」で
あり、個人やチームが
自分の努力が業績に
どのように貢献し、
どのように裁量報酬
を獲得したかが
不明確。モチベーショ
ンが上がらない。

機能的リーダーシップ
は報酬に関する限定
的な裁量を持ち、目標
カスケードは名目上
個人やチームの努力が成
功にどのように貢献する
かを明確にするが、フィ
ードバックループとモチ
ベーションは限定的。

機能的リーダーシッ
プは報酬に関して広
範な裁量を持ち、
指針の中で頻繁な会
話、可視性の向上、
協力体制の強化、
フィードバックループの
強化がモチベーション
の向上につながる。

SEOは企業の成功、戦
略的テーマの成功、
イニシアティブの成功の
バランスに基づき、
ガイドラインに沿った報酬
体系を持つ裁量を持つ。
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9	 付録A – 図解例
テキサス州ヒューストンに本社を置く米国発祥の
Pro Surf & Turf社は、牛肉、魚、エビ製品の漁業、
養殖、加工、生産を一貫して行う企業です。

同社のビジョンは、持続可能な成長と卓越した経営
への継続的なイニシアティブを示しながら、食肉・
水産物生産の世界的リーダーとなることです。

同社は、そのパーパスが明確に定義されたビジョンに合 
致した3つの戦略目標を定め、各戦略目標の達成を 
担当するSEOによるマトリックス管理構造で、戦略 
目標を中心に組織を整列させています。これらの戦 
略目標は次のとおりです。

  力強く安定した成長

  持続可能なリーダーシップ

  顧客重視

IPMアプローチへの移行の一環として、

 	 同社は戦略のイニシアティブを評価し、それらの 
関連性 を特定しました。

 	 戦略目標に対する各イニシアティブのインパクトを評
価。この評価では、各支援イニシアティブの相対的価 
値についての思考と会話を促すために、単純なパーセ 
ンテージ尺度を使用した。論理的には、すべての支援 
イニシアティブの他のイニシアティブへのインパクト 
の合計は100%であり、これらの値はイニシアティブの 
所有者とSEOの会話から生まれたものである。

 	 つながりのない（孤立した）イニシアティブを特定。 
このプロセスにおいて、一部のイニシアティブ所有者 
は、そのイニシアティブが他のイニシアティブに与え 
る影響や、戦略目標に与える影響について理解するこ 
とができなかった。

 	 各戦略目標の総コストと、関連するイニシアティブの 
コストを特定。

 	 各戦略の生産性を、戦略のコストと成果の単位の関数 
として評価し、この情報を将来の予算を決定するため 
に活用。

コネクティビティとインパクトの測定

表A1は、Pro Surf & Turfの全体的なコネクティビティを示 
しています。表A2は、顧客重視の戦略目標のサポートイ 
ニシアティブのインパクト測定を示しています。表A3は 
各戦略的支柱の生産性指標を示し、表A4は前年度の生産 
性に基づいて3年目の予算がどのように決定されたかを示 
しています。

戦略
戦略におけるイニ
シアティブ数 接続数

コネクテ 
ィビティ

戦略コスト 
（単位：米ドル）

接続コスト 
（単位：米ドル）

独立したイ 
ニシアティブコスト
（単位：米ドル）

リスクがある
コスト

力強く安定した
成長

10 8 80% $1,000,000 $200,000 $800,000 80%

持続可能なリー 
ダーシップ

30 20 67% 1,000,000 750,000 250,000 25%

顧客中心主義 20 7 35% 1,000,000 900,000 100,000 10%

表A1-Pro Surf & Turfの全体的なIPMコネクティビティ
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戦略
インパクト

イニシアティブのコスト 
（単位：米ドル） コストの割合 コスト／インパクト

顧客中心主義    $900,000

コールセンターの業績 70%    500,000 56% 126%

デジタルサプライチェーン 20%    200,000 22% 90%

ロイヤルティプログラム 10%   200,000 22% 45%

表A2 - Pro Surf & Turfへの影響とイニシアティブコスト

このプロセスにより、顧客重視の戦略目標へのコネク
ティビティがイニシアティブの所有者によって合意でき
なかった13のイニシアティブが明らかになり、接続性
のレベルが低いことが判明しました。これは大きな問
題に見えるかもしれませんが、Pro Surf & Turfは、関係
するコストを見直したところ、戦略の総コストの90%
が、関係する7つのイニシアティブで構成されているこ
とを確認しました。このような問題はまだ検討する必
要がありますが、独立したイニシアティブによってリス
クにさらされるコストは比較的少ないと言えます。

顧客重視戦略の所有権を持つSEOのフォローアッ
プ活動の1つは、20のイニシアティブのうち13のイニ
シアティブが戦略の総コストの10%しか占めていな
い理由をさらに詳しく調査することでした。この調
査によって、以下のことが明らかになりました。

  いくつかのイニシアティブはリソース不足であ 
り、接続性を確保し戦略への影響を実現するため
にはさらなる投資が必要であることが判明した。

  マトリックス・パフォーマンス管理アプローチへ 
の移行に伴い、一部のイニシアティブが余剰とな 
った。

  顧客重視戦略をサポートするコンタクトセンター 
のパフォーマンス指標は、スループット（効率 
性）を目標としていたが、これは問題の解決に悪 
影響を及ぼし、その結果、顧客ロイヤルティに悪 
影響を及ぼし、顧客重視戦略にも悪影響を及ぼし 
ていた。

同様に、つながりのあるイニシアティブのコストは 
戦略目標レベルまで跳ね上がるため、潜在的なコス 

ト（投資）をリスクにさらす原因を理解するために、強 
力で安定した成長戦略の見直しは価値があると判断され 
ました。

生産性指標を使って予算水準に合意 

Pro Surf & Turfのシニアリーダーシップチーム（SLT） 
は、各戦略の生産性指標を設定するためのアウトプット 
指標も特定することができました。

表A3は、1年目の生産性の欄が、戦略のコストと単位売上
高を割って計算されることを示しています。2年目の生産性
変化欄は、1年目から2年目への動きを反映していま 
す。

表A4は、SEOの生産性向上目標を設定し、目標成果あた 
りの生産性を計算することで、3年目の予算がどのように 
決定されるかを示しています。

これらの指標は、Pro Surf & Turfの財務リーダーが事業予 
算について協議する際の課題を解決するものです。フェ 
ーズ2の財務担当幹部は、次のように述べました。

「これは実質的にサードパーティの契約の代理となると 
思います。なぜなら、サードパーティであれば価格が設 
定されるからです。つまり、利用率は基本的に価格に相 
当するということです。これまでこのような観点から考 
えたことはありませんでしたが、とても賢明な方法だと 
思います。」

SEO担当者は、戦略のアウトカムまたは成果を達成する 
ために、予算期間中、柔軟にリソースを投入する全権限 
を有しています（ただし、それを可能にする統制がある 
ことが条件）。
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表A3-生産性指標

表A4-生産性を用いた3年目の予算編成

生産性 1年目実績 2年目実績

戦略 アウトプット 
（指標）

戦略コスト 
（米ドル）

アウトプット
（単位）

生産性 
(米ドル）

戦略コスト

（米ドル）

アウトプット
（単位）

生産性 
（米ドル）

生産性の変化

顧客中心主義 顧客定着率 $1,000,000 5 $200,000 $900,000 6 $150,000 25%

持続可能なリー
ダーシップ

スコープ1、2、3
のGHG排出量の
削減

1,000,000 5 200,000 750,000 6 125,000 38%

力強く安定した
成長

本質的価値 1,000,000 5 200,000 900,000 5 180,000 10%

生産性                  3年目の目標

戦略 アウトプット（指標） 目標とする生産性の変化 目標生産高 目標生産性 3年目の予算 
（単位：米ドル）

顧客中心主義 顧客定着率 30%  7.80 $115,385  $900,000 

持続可能なリーダー
シップ

スコープ1、2、3のGHG
排出量の削減

30%  7.80 96,154 750,000 

力強く安定した成長 本質的価値 25%  6.25  144,000  900,000 

生産性目標がどの時点で不利になると予測される場合、その不利な予測を推進している要因について
の話し合いが必要となります。このような会話は、戦略内のあらゆるレベルで起こり得ます。
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9.1	付録B –  
ストロング型マトリックスコン 
セプト

IPMフレームワークの実施に構造的な再編成は
必須ではありませんが、ストロング型マトリッ
クスコンセプトは、IPM成熟度モデルの開発を
支えた研究成果と思考を要約しています。

多くの企業は、従業員を専門性の高い機能別サ 
イロに組織化しています（図B1「機能別構造化 
ビジネスの実例」）。研究では、この管理手法 
には大きな限界があることが示唆されていま 
す。

 

機能志向型ビジネスでは、予算とリソースは機能リーダ 
ーに「所有」され、管理されており、サイロマインドセ 
ットが生じています。資本配分もこれに従い、予算は年 
ごとに柔軟性を欠くことが多いです。財務部門は、予算 
の権利意識や、過去のリソース配分決定に根ざした予算 
への固定観念に直面しています。その結果、新しい戦略 
的イニシアティブはしばしば投資を得られない状態にな 
ります。23

最高経営責任者

最高人事責任者最高財務責任者最高執行責任者 最高マーケティング 
責任者

図 B1 - 機能別ビジネスの例

オペレーション部門 マーケティング機能 人事機能財務機能

サステナビリティ 営業部門 人事パートナー財務

経営情報

IT 財務管理 給与管理リスク管理

事業提携

情報システム

外部報告

投資家対応

シニア・エグゼクティブ・チーム- 機能的リーダーのみ（戦略的責任は共有）



最高経営責任者

最高人事責任者最高財務責任者最高執行責任者 最高マーケティング 
責任者

図B2 - ウィーク型マトリックス（機能偏重）の実例

オペレーション部門 マーケティング機能
任者 人事機能 戦略関連財務機能

サステナビリティ 営業部門 人事パートナー 顧客中心主義財務

管理職

IT 財務管理 給与管理 持続可能なリーダーシップ

強くて安定した

リスク管理

事業提携

情報システム

外部報告

投資家対応

シニア・エグゼクティブ・チーム-機能的リーダーのみ（一部、戦略的責任を追加する者もいる）
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リーダーがファンクショナル・エクセレンスと戦略実行に責
任を持つマトリックスのパフォーマンス管理の概念は、フ
ァンクショナルなサイロ型の権力階層に代わるものです。

マトリックスには2つの形態があります。

1.「「ウィーク型」マトリックス（図B2「ウィー 
ク型マトリックス（機能偏重）の例」）、シ 
ニアリーダーが機能と戦略の責任を持つ場合

2.	「ストロング型」マトリックス（図B3 
「ストロング型マトリックス（戦略偏重） 
の例」）、シニアリーダーが戦略
的責任のみを持つ場合24

マトリックス経営に移行する主な利点は、戦略に対する 

経営者の関心が高まることです。マトリックス経営は、 
一般的に、従業員の能力開発と事業への参画の機会を提 
供し、所有権、コミュニケーション、協力、協調を強化 
します。25

ウィーク型マトリックス経営とストロング型マトリック 
ス経営のどちらの概念においても、シニア・エグゼクテ 
ィブ・チームの構成は、組織の戦略目標に対してより大 
きな所有権を持つように進化します。
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ウィーク型マトリックスでは、機能的リーダーは 
機能的な卓越性と戦略的な目標（「二重の市民 
権」）を持ちます。ウィーク型マトリックスは、 
プロジェクト、プロセス、活動を成功裏に遂行す 
るために必要な多様な専門知識とリソースを結合 
します。

一般的に、ウィーク型マトリックスの経営コンセ 
プトは、機能志向の経営コンセプトに比べて多く 
の利点があります。

  経経営陣の関心は、機能的な卓越性と戦略的な実 
行の間でより公平に分配される。

  企業は、より柔軟にリソースを戦略に合わせる 
ことができる。

  また、従業員の機動性を高め、複数のイニシア 
ティブに自律的に専門性を発揮させることがで 
きるようになる。26

しかし、ウィーク型マネジメントのコンセプト 
は、戦略への注力を弱めかねない特徴を持ってい 
ます（次の箇条書きの最初の3つは、Kaplan and  
Nortonからの引用27)。

  機能的なエグゼクティブがエグゼクティブチー 
ムを支配しているため、所有権と権限が戦略的 
責任と機能的責任の間で分かれている。リーダ 
ーは戦略的責任よりも機能的責任を優先する傾 
向があり、これは権限が機能構造に基づいてい 
る可能性がある。機能的に管理され、マトリッ 
クスが弱い組織では、説明責任がしばしば共有 
され、分散され、不確実となる。

  一方、機能的説明責任は明確に定義されている。戦略 
的な責任は共有され、断片化し、不確実であるのに対 
し、機能的な責任は明確に定義されており、これが機 
能的偏重の一因となっている可能性がある。

  戦略的イニシアティブを除き、予算やリソースの権限 
や管理は主に機能別サイロのリーダーによって行われ 
ている。

  ウィーク型マトリックスで運営されるビジネスのプロ 
ジェクトマネジャーは、権限が低くリソースに対する 
コントロールが弱いことがパフォーマンスと運営に悪 
影響を及ぼしていると述べている。28

IPMフレームワークは、権力階層が戦略によって決定され 
るストロング型マトリックスのパフォーマンス管理コン 
セプトへの移行を提案しています（図B3参照）。
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図B3-ストロング型マトリックス（戦略の偏り）の実例

最高経営責任者

最高財務責任者最高執行責任者 顧客中心主義

オペレーション部門 その他の業務機能

サステナビリティ

イニシアティブ

財務

IT HR

戦略執行チーム（この例では、戦略執行役員、CFO、執行役員）

戦略執行役員機能役員 -リソースと機能に関する専門知識

供給側 需要側

マーケティング

財務管理

営業部門

持続可能性  
リーダーシップ

 強い 
安定成長

戦略的責任
•	 事業提携
•	 リソース管理

•	 パフォーマンス管理
•	 リスク管理
•	 データプランニング
•	 情報システム
•	 報道の継続性

•	 経営情報

•	 外部報告

•	 投資家対応
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ストロング型マトリックス・パフォーマンス管理の 
概念には、組織の重点と焦点を戦略的卓越性にシフ 
トさせる特徴があり、機能的マトリックス管理概念 
やウィーク型マトリックス管理概念に関連する課題 
を軽減します。これらの特徴には次のようなもの 
があります。

  エグゼクティブチームの構成が変更され、「戦略
的執行役員」（SEO）が、担当する戦略目標に対
する唯一の所有権と権限を持つようになる。

  SEOは、担当する戦略目標および関連する支援イ 
ニシアティブの所有権を握っている。

  支援イニシアティブは、そのイニシアティブの成 
功に責任を持つ管理職によって「所有」され、よ 
り上位のイニシアティブにつながり、戦略開発、
実行、精緻化においてSEOを支援する。

  予算は、主に機能ベースで配分されることに加 
え、戦略に直接配分され、機能ベースの権限（サ 
イロマインドセット）の問題を軽減させる。これ 
により、SEOと関連するイニシアティブの所有者 
は、戦略の優先順位付け、柔軟化、精緻化を行 
い、目標とする業務、ESG、戦略的財務的成果の 
実現に集中することができる。

  CEOは、機能担当役員（機能的専門知識の能力と 
キャパシティの構築、維持、供給を担当）とSEO 
（戦略目標達成に必要な機能的専門知識とリソー 
スを要求する）の間の調整役を果たす。

  SEOは、担当するイニシアティブ（支援イニシアティブ 
を含む）の財務上および業務上の成果すべてに責任を 
負い、活動の選択とリソース調達における偏りを減ら 
す。 

ストロング型マトリックス管理の概念への移行は緩やか 
なプロセスですが、企業が柔軟に展開できる能力とリソ 
ースの機動的なネットワークを構築する可能性を秘めて 
います。企業は、相互作用、つながり、会話を最大化 
し、さまざまなスキルセットや専門知識を持つ人々を結 
集して、さまざまなイニシアティブに取り組むことがで 
きます。このような組織では、階層構造に重点を置か 
ず、イニシアティブの所有者がそのイニシアティブに対 
して最も大きな決定権を持ちます。

マトリックス管理の概念には、考え方の転換も必要で 
す。従業員を効果的に関与させ、組織のパーパスとパフ 
ォーマンス管理文化を強化するためには、移行措置が必 
要です。ストロング型マトリックス経営のビジネスで 
は、全員が価値を生み出すイニシアティブに貢献する責 
任を負っています。移行では、従業員が新たな責任を担 
い、事業戦略の中で複数のイニシアティブに参加できる 
ようにする必要があります。

次の図は、サイロ型組織の課題と、ウィーク型およびス 
トロング型マトリックスのパフォーマンス管理モデルに 
関連する利点と課題を要約したものです。



• 戦略によって決定される権力階層

• 「二重の役割」から「戦略的説明責任」へ 
のシフト

• 戦略によって決定されるリソース配分

• 各機能が戦略のサプライヤーとなる

• パフォーマンスドライバーの透明化

• 情報と意思決定の民主化

• 多分野にまたがるダイナミックな活動

ストロング型マトリックスサイロ構造 ウィーク型マトリックス

• 機能的な優秀性に焦点を当てる

• 協力は困難

• 成果に対する説明責任の共有、分断、回避

• 業務活動と戦略目標との関連性が不明確

• 業績推進要因の透明性が、権力階層の下層 
でますます不透明になる

• 戦略とリソースの整合性向上

• 主要な戦略的イニシアティブに対する説明 
責任の向上

• 特定のプロジェクト、プロセス、活動にお 
ける従業員の流動性の促進

• より複雑なリソース配分と管理

• 通常業務はサイロ化されたまま

• 機能偏重のリーダーシップ
• リソース管理の複雑化

図 B4 - パフォーマンス管理モデルの長所と短所
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10	 定義
コーポレート・ネットゼロ - 科学的目標イニシア 
ティブ（SBTi）のネットゼロ基準（2021年）によ 
ると、コーポレート・ネットゼロを達成するには 
以下のことが必要です。

  ススコープ1、2、3の排出量をゼロにするか、適格 
な1.5℃対応パスウェイでグローバルレベルまた 
はセクターレベルでネットゼロに到達するのと
整合的な残余レベルまで削減すること。

  ネットゼロの目標年および、それ以降に大気中 
に放出される温室効果ガスの残余排出量を中和 
すること。

管理 - ビジネスにおける管理とは、活動の実行を 
制御するための公式で文書化された方法、手順、 
プロセス、ルールです。管理には主に2つのタイプ 
があります。

  「有効な管理」は、すべての不測の事態を予測 
し、正式な管理に組み込むことができないこと 
を認識している。これらの管理は、情報に精通 
し、専門知識を持ち、意欲的で適切に管理され 
た人々が活動を効果的に実行するためのガイド 
として機能することを目的としている。優れた 
管理体制には、いつ是正措置を発動すべきかを 
明確にする「ガイドレール」や、予期せぬネガ 
ティブな事象がもたらす可能性のある悪影響を 
最小限に抑えるための「ストップリミット」が 
含まれる。実施可能な管理は、固定的で融通の 
利かない規則よりも、指導原則に頼ることが多 
いかもしれない。可能化統制の意図は、人々に 
支援を行い、自発性を発揮するよう促すと同時 
に、リスクにさらされる機会を制限することである。

  強制的な管理は、厳格なルールの遵守に重点を 
置く。強制的な管理は、起こりうるすべての否 
定的な事象が考慮され、一連のルールに織り込 
まれていることを前提に設計される。強制的な 
管理は、自発性の使用を抑制するため、必然的に、 
先入観にとらわれず、ルールに設計されていな 
い出来事への創造的な対応を抑制する。

ダブルマテリアリティ - 企業情報が、企業の財務的価
値と、企業が世界に与える影響（特に気候変動やその
他の環境への影響）の両方において重要でありうるこ
とを説明します。二重の重要性という考え方は、財務
的な影響だけでなく、企業が世界に与える影響も重要
であり、したがって、企業の収益への影響以外の理由
で開示する価値があるという認識から来ています。

ESG - 環境、社会、ガバナンスの3つの重要な要素からな
る包括的な用語で、投資家がこれらの分野のリスクと影
響を測定し、企業を評価し、投資判断を下すための手段
を提供します。ESGはアウトサイドインの視点を持ち、環
境や社会が企業に与える影響に焦点を当てています。

人的資本 - Brian Keelyによる定義では、人的資本は 
「個人的、社会的、経済的な幸福の創造を促進する、 
個人に具現化された知識、スキル、能力、属性から 
なる」。29

イニシアティブ - 事業活動、プロジェクト、プロセス。

無形資産 - 非貨幣性資産で、物理的実体がなく、識別可 
能なもの（分離可能であるか、契約上またはその他 
の法的権利から生じる）。例えば、著作権、商標権、特許 
権、顧客リストなど。

無形資産価値 — 非貨幣性資産または無形資産に由来する 
価値。

統合パフォーマンス管理（IPM）— 長期的な価値創造と、 
環境、社会、人間、関係などの多資本ドライバーの統合 
により、リスクを低減し、ビジネスの回復力、俊敏性、 
創造性、持続可能性、信頼を向上させること。
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統合思考  — 国際統合報告評議会（IIRC）は、これを 
「組織が、その様々な事業単位や機能単位と、組織 
が使用する、あるいは影響を及ぼす資本との関係 
を、組織が積極的に考慮すること」と定義してい 
る。統合的思考は、短期、中期、長期にわたる価値 
の創造、維持、喪失を考慮した統合的な意思決定と 
行動につながる」と定義している。

マルチキャピタル – 金融資本、製造資本、人的資 
本、知的資本、社会関係資本、自然資本。

パフォーマンス管理 - 企業が企業パフォーマンスと 
戦略の実行を測定、監視、評価、推進するためのプ 
ロセスと実践。これには、例えば、企業の戦略や目 
標の達成に向けた進捗状況を追跡するための主要業 
績評価指標や目標の設定、または社内の意思決定機 
能やプロセス（予算編成、評価・査定、予測など） 
が含まれます。CGMA®グローバル管理会計原則 
（GMAP）は、パフォーマンス管理システムの4つの 
主要なステップ — 戦略、計画、実行、レビュー 
（SPER）を定めています。

ステージゲートレビュー - 次の作業段階に進む前に、作 
業の進捗を一時停止してレビューする、事前に合意され 
たポイントです。これらは通常、経過した時間ではな 
く、行われた作業に基づいてトリガーされますが、経過 
時間がレビューを引き起こすこともあります。

持続可能性 - ESGに加えて、企業が環境や社会に与える影 
響を考慮する、いわゆるインサイドアウトの視点を持っ 
ています。
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Hanesbrands
Heidelberg Cement Asia
Hershey
Hexagon Mining
HSBC
IBREI
IFAC
Ikea
Indykpol Group
Intel
Intl Legal Technology Assn.
Isuzu Motors
Jabil
JF Equipment Machinery
Johnson & Johnson
JSL
M Dias Branco
Mazars
Minerals Marketing 
Corporation of Zimbabwe
Molnlycke
National Nuclear Laboratory
NeoEnergia
Nestlé
Nike
Olam
Petrobras
Prudential
Raizen

Ramboll UK
Randstad
Royal Canin
Sainsbury’s Supermarkets
Seawolf Sustainability Consulting
Sedibelo Resources
Serco
Siemens
Sinarmas
SPAR
Standard Chartered Bank
Subway
Suzano
Tata
Tenshi Peak Ventures
Tetra Pak
Transnet
Triodos
True North CFO
Unilever
UNISA
University of Southern California
Volvo
Warburtons
Wilson Art
Yara Asia
Yelp
Yeos
Zai
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さらに、IPMフレームワークの内容を指導してきたIPM運 
営グループに参加いただいたWBCSD会員企業に感謝し 
ます。

  Ayala Corporation

  電通

  Environmental Resource   
   Management Limited (ERM)

  富士通

  Givaudan International

  Petroliam Nasional Berhad (PETRONAS)

  Philip Morris International

  PricewaterhouseCoopers (PwC)

  SABIC

  Sonae SGPS

本研究は、Gordon and Betty Moore Foundation’s 
Conservation and Markets Initiativeの助成を受けて実
施さ れました。 詳しくは moore.org. をご覧ください。

12 免責事項
この出版物は、AICPA & CIMAおよびWBCSDの名の下に 
リリースされています。他のWBCSDの出版物と同様 
に、これはメンバー企業の代表者や外部の専門家、そし 
てAICPA & CIMAによる共同の努力の結果です。しか 
し、これは全てのメンバー企業やステークホルダーがす 
べての内容に同意しているという意味ではありません。 
この報告書は一般的な情報提供の目的で作成されてお 
り、会計、税務、法律、またはその他の専門的なアドバ
イスとして頼りにされることを意図していません。

http://www.moore.org
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AICPA & CIMAについて
国際公認プロフェッショナル会計士協会（同協会）は、AICPAおよびCIMAを代表し、世界中の人々、企業、 
経済に機会、信頼、繁栄をもたらすために活動しています。同協会は、公会計および管理会計に携わる689,000人の 
会員、学生、専門家を代表し、時事問題や新たな問題に対して公益とビジネス持続可能性を提唱しています。広範 
な活動範囲、厳密さ、リソースを活用して、公認会計士、CGMA資格保持者、会計および財務の専門家の評判、雇 
用可能性、質を世界的に向上させています。

13 持続可能な開発のための世界 
ビジネス評議会（WBCSD） 
について

持続可能な開発のための世界ビジネス評議会（WBCSD）は、今世紀半ばまでに90億人以上が地球の限界内で豊かに 
生活できるように、システム変革を推進する世界の主要企業225社以上からなるグローバルコミュニティです。私た 
ちは共に、気候危機の影響を制限し、自然を回復し、不平等に対処するために働くシステムを変革します。

私たちは主要なセクター全体のバリューチェーンの変革を加速し、持続可能なリーダーシップと行動に報いる金融 
システムを再構築するために、資本コストを低減します。ベストプラクティスの交換、パフォーマンスの向上、教 
育へのアクセス、パートナーシップの形成、政策アジェンダの形成を通じて、ビジネスの進歩を促進し、そのパフ 
ォーマンスの説明責任を強化します。
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